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第１編 総則 第１編 総則  



島根県地域防災計画（風水害等対策編） 新旧対照表 

 

2 
 

読み替え前 読み替え後 摘要 

第１章 計画の概要 第１章 計画の概要  

第１ 計画の目的 第１ 計画の目的  

第２ 計画の性格等 第２ 計画の性格等  

第２章 島根県の防災の基本理念及び施策の概要 第２章 島根県の防災の基本理念及び施策の概要  

第１ 防災の基本理念及び施策の概要 第１ 防災の基本理念及び施策の概要  

第２ 予防、応急対応、復旧・復興の各段階における基本理念及び施策の概要 第２ 予防、応急対応、復旧・復興の各段階における基本理念及び施策の概要  

第３章 地域防災計画において重点を置くべき事項 第３章 地域防災計画において重点を置くべき事項  

第１ 大規模広域災害への即応力の強化に関する事項 第１ 大規模広域災害への即応力の強化に関する事項  

第２ 被災地への物資の円滑な供給に関する事項 第２ 被災地への物資の円滑な供給に関する事項  

第３ 住民等の円滑かつ安全な避難等に関する事項 第３ 住民等の円滑かつ安全な避難等に関する事項  

第４ 被災者の避難生活や生活再建に対するきめ細やかな支援に関する事項 第４ 被災者の避難生活や生活再建に対するきめ細やかな支援に関する事項  

第５ 事業者や住民等との連携に関する事項 第５ 事業者や住民等との連携に関する事項  

第６ 大規模災害からの円滑かつ迅速な復興に関する事項 第６ 大規模災害からの円滑かつ迅速な復興に関する事項  

第４章 島根県の防災環境 第４章 島根県の防災環境  

第１ 自然環境の特性 第１ 自然環境の特性  

第２ 防災対策推進上の留意点 第２ 防災対策推進上の留意点  

第３ 災害履歴 第３ 災害履歴  

第５章 災害被害想定 第５章 災害被害想定  

第１ 風水害 第１ 風水害  

第２ 事故災害 第２ 事故災害  

第６章 関係機関等の処理すべき防災事務又は業務の大綱 第６章 関係機関等の処理すべき防災事務又は業務の大綱  

第１ 関係機関等の処理すべき防災事務又は業務の大綱 第１ 関係機関等の処理すべき防災事務又は業務の大綱  

第２ 国、県、市町村、指定公共機関・指定地方公共機関、県民及び事業所の責務 第２ 国、県、市町村、指定公共機関・指定地方公共機関、県民及び事業所の責務  

第７章 計画の運用等 第７章 計画の運用等  

第１ 平常時の運用 第１ 平常時の運用  

第２ 災害時の運用 第２ 災害時の運用  

第３ 島根県防災危機管理課の役割 第３ 島根県防災危機管理課の役割  

第２編 風水害対策計画 第２編 風水害対策計画  

第１章 風水害予防計画 第１章 風水害予防計画  

第１ 災害に強い県土づくり 第１ 災害に強い県土づくり  

第２ 風水害応急対策活動に備えるための事前の活動体制等の整備 第２ 風水害応急対策活動に備えるための事前の活動体制等の整備  

第３ 防災教育の推進 第３ 防災教育の推進  

第１節 浸水・波浪・高潮災害の予防 第１節 浸水・波浪・高潮災害の予防  

第１ 基本的な考え方 第１ 基本的な考え方  

第２ 河川等氾濫の防止対策 第２ 河川等氾濫の防止対策  

第３ 波浪、高潮災害の防止対策 第３ 波浪、高潮災害の防止対策  

第２節 土砂災害の予防 第２節 土砂災害の予防  

第１ 基本的な考え方 第１ 基本的な考え方  

第２ がけ崩れ・山崩れ災害の防止対策 第２ がけ崩れ・山崩れ災害の防止対策  

第３ 地すべり災害の防止対策 第３ 地すべり災害の防止対策  

第４ 土石流災害の防止対策 第４ 土石流災害の防止対策  

第５ 土砂災害防止法による防止対策 第５ 土砂災害防止法による防止対策  

   ◆実施機関 県（土木部砂防課）、市町村、松江地方気象台 

１～４ （略） 

５ 土砂災害に関する情報提供 

(1) 住民等への土砂災害警戒情報等の周知 

   ア 県及び松江地方気象台は、大雨警報発表中において、大雨による土砂災害発生の危険度が

高まり、厳重な警戒を呼びかける必要があると認められる場合、土砂災害警戒情報を共同で発

表する。 

 

   ◆実施機関 県（土木部砂防課）、市町村、松江地方気象台 

１～４ （略） 

５ 土砂災害に関する情報提供 

(1) 住民等への土砂災害警戒情報等の周知 

   ア 市町村長の避難指示の発令判断や住民の自主避難の判断を支援するため、厳重な警戒が呼

びかけられる情報を、県と松江地方気象台が共同で発表する。気象業務法第13条第１項に基づ

く土砂災害に関する警報と一体として、「レベル４土砂災害危険警報」の名称を用いて通知等

を行う。 

本編ｐ36、37 
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読み替え前 読み替え後 摘要 

また、県は、この補足情報として、土砂災害危険度情報を土砂災害予警報システムで該当市

町村へ提供するとともに、県ホームページ「しまね防災情報」でも提供する。 

   イ 市町村は、大雨警報、土砂災害警戒情報及び補足情報等(表2.1.2.1)を参考にして、土砂災

害警戒区域ごとに防災活動や避難指示等の災害応急対策が適時適切に行えるよう、地域防災計

画に明示する。 

 

               表2.1.2.1 土砂災害警戒情報の補足情報（土砂災害危険度情報） 

相当する 

警戒レベル 
危険度 危険度が示す状況と対処方法 

警戒レベル５ 

相当 
災害切迫 

大雨特別警報（土砂災害）の基準を超過している

状態 

命に危機が及ぶような土砂災害がすでに発生して

いる可能性が高い状況 

直ちに身の安全を確保 

警戒レベル４ 

相当 
危険 

土砂災害警戒情報の発表基準 

土砂災害がいつ発生してもおかしくない状況 

危険な場所から全員避難 

警戒レベル３ 

相当 
警戒 

大雨警報（土砂災害）の発表基準 

土砂災害が発生しやすくなっており、十分な警戒

が必要 

避難準備の目安 

要配慮者等は避難開始の目安 

警戒レベル２ 

相当 
注意 

大雨注意報の発表基準 

土砂災害への注意が必要 

今後の雨の降り方に注意 

 

(2) 住民等への土砂災害警戒区域等の周知 

県は、土砂災害警戒区域等の公示図書を市町村へ送付するとともに、県土整備事務所等での図書

の縦覧、ホームページ「マップonしまね」に掲載するなどにより、土砂災害警戒区域等の住民への

情報提供を行う。 

県は、基礎調査の結果を関係市町村の長に通知するとともに、ホームページ「マップonしまね」

に掲載し公表する。 

 

(3) 住民等への緊急調査結果に基づく情報等の周知 

  県又は国は、法３１条に基づき、緊急調査の結果から当該土砂災害が想定される土地の区域及び

時期に関する情報（以下「土砂災害緊急情報」という。）を関係市町村の長に通知するとともに、住

民に周知するために必要な情報提供を行う。 

 

また、県は、この補足情報として、土砂災害危険度情報を土砂災害予警報システムで該当市

町村へ提供するとともに、県ホームページ「しまね防災情報」でも提供する。 

   イ 市町村は、レベル３土砂災害警報、レベル４土砂災害危険警報及び補足情報等(表2.1.2.1)

を参考にして、土砂災害警戒区域ごとに防災活動や避難指示等の災害応急対策が適時適切に

行えるよう、地域防災計画に明示する。 

 

               表2.1.2.1 補足情報（土砂災害危険度情報） 

相当する 

警戒レベル 
危険度 危険度が示す状況と対処方法 

警戒レベル５ 

相当 
災害切迫 

レベル５土砂災害特別警報の基準を超過している

状態 

命に危機が及ぶような土砂災害がすでに発生して

いる可能性が高い状況 

直ちに身の安全を確保 

警戒レベル４ 

相当 
危険 

レベル４土砂災害危険警報の発表基準 

土砂災害がいつ発生してもおかしくない状況 

危険な場所から全員避難 

警戒レベル３ 

相当 
警戒 

レベル３土砂災害警報の発表基準 

土砂災害が発生しやすくなっており、十分な警戒

が必要 

避難準備の目安 

要配慮者等は避難開始の目安 

警戒レベル２ 

相当 
注意 

レベル２土砂災害注意報の発表基準 

土砂災害への注意が必要 

今後の雨の降り方に注意 

 

(2) 住民等への土砂災害警戒区域等の周知 

県は、土砂災害警戒区域等の公示図書を市町村へ送付するとともに、県土整備事務所等での図書

の縦覧、ホームページ「マップonしまね」に掲載するなどにより、土砂災害警戒区域等の住民への

情報提供を行う。 

県は、基礎調査の結果を関係市町村の長に通知するとともに、ホームページ「マップonしまね」

に掲載し公表する。 

 

(3) 住民等への緊急調査結果に基づく情報等の周知 

  県又は国は、法３１条に基づき、緊急調査の結果から当該土砂災害が想定される土地の区域及び

時期に関する情報（以下「土砂災害緊急情報」という。）を関係市町村の長に通知するとともに、住

民に周知するために必要な情報提供を行う。 

 

第３節 都市構造の防災化 第３節 都市構造の防災化  

第１ 基本的な考え方 第１ 基本的な考え方  

第２ 防災的な土地利用の推進 第２ 防災的な土地利用の推進  

第３ 都市の不燃化の推進 第３ 都市の不燃化の推進  

第４ 防災空間の確保 第４ 防災空間の確保  

第５ 工作物対策 第５ 工作物対策  

第４節 建築物・公共土木施設災害の予防 第４節 建築物・公共土木施設災害の予防  

第１ 基本的な考え方 第１ 基本的な考え方  

第２ 建築物の災害予防 第２ 建築物の災害予防  
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読み替え前 読み替え後 摘要 

第３ まちの不燃化 第３ まちの不燃化  

第４ ライフライン施設の安全化 第４ ライフライン施設の安全化  

第５ 交通施設の安全化 第５ 交通施設の安全化  

第６ その他公共土木施設の安全化 第６ その他公共土木施設の安全化  

第５節 農林漁業施設災害の防止 第５節 農林漁業施設災害の防止  

第１ 基本的な考え方 第１ 基本的な考え方  

第２ 農業施設災害の防止対策 第２ 農業施設災害の防止対策  

第３ 漁業施設災害の防止対策 第３ 漁業施設災害の防止対策  

第６節 防災活動体制の整備 第６節 防災活動体制の整備  

第１ 基本的な考え方 第１ 基本的な考え方  

第２ 災害対策本部体制の整備 第２ 災害対策本部体制の整備  

第３ 防災中枢機能等の確保・充実 第３ 防災中枢機能等の確保・充実  

第４ 広域応援協力体制の整備 第４ 広域応援協力体制の整備  

第５ 災害救助法等の運用体制の整備 第５ 災害救助法等の運用体制の整備  

第６ 複合災害体制の整備 第６ 複合災害体制の整備  

第７ 罹災証明書の発行体制の整備 第７ 罹災証明書の発行体制の整備  

第７節 情報管理体制の整備 第７節 情報管理体制の整備  

第１ 基本的な考え方 第１ 基本的な考え方  

第２ 情報通信設備の整備 第２ 情報通信設備の整備  

第３ 気象等観測・伝達体制の整備 第３ 気象等観測・伝達体制の整備  

第４ 防災センター室の運用 第４ 防災センター室の運用  

第５ 災害発生時の情報収集・伝達体制の整備 第５ 災害発生時の情報収集・伝達体制の整備  

第６ 総合防災情報システムの運用 第６ 総合防災情報システムの運用  

第８節 広報体制の整備 第８節 広報体制の整備  

第１ 基本的な考え方 第１ 基本的な考え方  

第２ 県民への的確な情報伝達体制の整備 第２ 県民への的確な情報伝達体制の整備  

   ◆実施機関 県（政策企画局広聴広報課、総務部情報システム推進課、防災部消防総務課、健康福祉部障がい福祉課、

農林水産部水産課)、市町村、ＮＴＴ西日本株式会社、防災関係機関 

 

(1)～（10） （略） 

 (11） 県は、総合防災情報システムから、電子メールの配信により、登録を行った県民に気象情報や

防災情報を提供する。 

・簡易設定：気象等の特別警報、警報、注意報及び土砂災害警戒情報など、避難行動等に役立つ

主要な情報を配信し、注意喚起を図る。 

・詳細設定：水防団や要配慮者施設の管理者など、より詳細な情報を要する利用者には、詳細な

気象情報、河川水位等の情報を提供する。 

(12)～（15） （略） 
 

 

   ◆実施機関 県（政策企画局広聴広報課、総務部情報システム推進課、防災部消防総務課、健康福祉部障がい福祉課、

農林水産部水産課)、市町村、ＮＴＴ西日本株式会社、防災関係機関 

 

(1)～（10） （略） 

 (11） 県は、総合防災情報システムから、電子メールの配信により、登録を行った県民に気象情報

や防災情報を提供する。 

・簡易設定：気象等のレベル５特別警報、レベル４危険警報、レベル３警報、レベル２注意報、

特別警報、危険警報、警報、注意報及び土砂災害警戒情報など、避難行動等に役立

つ主要な情報を配信し、注意喚起を図る。 

・詳細設定：水防団や要配慮者施設の管理者など、より詳細な情報を要する利用者には、詳細な

気象情報、河川水位等の情報を提供する。 

(12)～（15） （略） 
 

本編ｐ79 

第３ 報道機関との連携体制の整備 第３ 報道機関との連携体制の整備  

第４ 災害伝言サービス活用体制の整備 第４ 災害伝言サービス活用体制の整備  

第９節 避難予防対策 第９節 避難予防対策  

第１ 基本的な考え方 第１ 基本的な考え方  

第２ 避難指示等の基準の策定 第２ 避難指示等の基準の策定  

◆実施機関 県（防災部防災危機管理課）、市町村、関係機関 

 

市町村は、浸水害、土砂災害及び高潮災害に対する住民の警戒避難体制として、例えば土砂災害警

戒情報が発表された場合に直ちに避難指示等を発令することを基本とするなど、具体的な避難指示等

の発令基準を設定する。土砂災害については、面積の広さ、地形、地域の実情等に応じて市町村をいく

つかの地域に分割したうえで、土砂災害の危険度分布等を用い、危険度の高まっている領域が含まれ

◆実施機関 県（防災部防災危機管理課）、市町村、関係機関 

 

市町村は、浸水害、土砂災害及び高潮災害に対する住民の警戒避難体制として、例えばレベル４土

砂災害危険警報が発表された場合に直ちに避難指示等を発令することを基本とするなど、具体的な避

難指示等の発令基準を設定する。土砂災害については、面積の広さ、地形、地域の実情等に応じて市

町村をいくつかの地域に分割したうえで、土砂災害の危険度分布等を用い、危険度の高まっている領
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読み替え前 読み替え後 摘要 

る地域内の全ての土砂災害警戒区域等に絞り込んで避難指示等を発令できるよう、発令対象区域をあ

らかじめ具体的に設定するとともに、必要に応じ見直すよう努める。 

また、市町村は、高潮災害に対する住民の警戒避難体制として、潮位に応じた想定浸水範囲を事前

に確認し、想定最大までの高潮高と避難対象地域の対象区域を段階的に定めておくなど、発令基準及

び発令対象区域をあらかじめ具体的に設定するとともに、必要に応じ見直す。 

県は、市町村に対し、避難指示等の発令基準の策定を支援するなど、市町村の防災体制確保に向け

た支援を行う。 

 

１ 避難指示等の種類 

市町村は、緊急安全確保、避難指示、高齢者等避難の発令等の判断基準（具体的な考え方）を地域防

災計画に定めるとともに、その意味合いや住民に求める行動について、事前に周知を図り、警戒レベ

ルを用いて伝達する。 

また、気象等の特別警報、警報、土砂災害警戒情報及び避難指示等を住民に周知し、迅速・的確な避

難行動に結びつけるよう、その伝達内容等について準備しておく。 

 

避難指示等一覧 

警戒レベル 住民等がとるべき行動 行動を住民等に促す情報 

警 戒 レ ベ ル ５ 

（市町村が発令） 

指定緊急避難場所等への立退き避難する 

ことがかえって危険である場合、緊急安全 

確保する。 

ただし、災害発生・切迫の状況で、本行動 

を安全にとることができるとは限らず、ま 

た本行動をとったとしても身の安全を確保 

できるとは限らない。 

緊急安全確保 (注1) 

警 戒 レ ベ ル ４ 

（市町村が発令） 

・危険な場所から全員避難（立退き避難又 

は屋内安全確保）する。 
避難指示 

警 戒 レ ベ ル ３ 

（市町村が発令） 

・高齢者等(注2)は危険な場所から避難する

必要がある。 

・高齢者等以外の人も必要に応じ、出勤等 

の外出を控えるなど普段の行動を見合わせ 

始めたり、避難の準備をしたり、自主的に 

避難するタイミングである。例えば、地域 

の状況に応じ、早めの避難が望ましい場所 

の居住者等は、このタイミングで自主的に 

避難することが望ましい。 

高齢者等避難 

警 戒 レ ベ ル ２ 

（気象庁が発表） 

・ハザードマップ等により災害リスク、避難

場所や避難経路、避難のタイミング等の

再確認、避難情報の把握手段の再確認・注

意など、避難に備え自らの避難行動を確

認する。 

大雨注意報 

洪水注意報 

高潮注意報（警報に切り替

える可能性に言及されてい

ないもの） 

警 戒 レ ベ ル １ 

（気象庁が発表） 

・防災気象情報等の最新情報に注意するな

ど、災害への心構えを高める。 

早期注意情報 

（警報級の可能性） 

  突発的な災害の場合、市町村長からの避難指示等の発令が間に合わないこともあるため、身の危険を感じたら躊躇 

なく自発的に避難する。 

域が含まれる地域内の全ての土砂災害警戒区域等に絞り込んで避難指示等を発令できるよう、発令対

象区域をあらかじめ具体的に設定するとともに、必要に応じ見直すよう努める。 

また、市町村は、高潮災害に対する住民の警戒避難体制として、潮位に応じた想定浸水範囲を事前

に確認し、想定最大までの高潮高と避難対象地域の対象区域を段階的に定めておくなど、発令基準及

び発令対象区域をあらかじめ具体的に設定するとともに、必要に応じ見直す。 

県は、市町村に対し、避難指示等の発令基準の策定を支援するなど、市町村の防災体制確保に向け

た支援を行う。 

 

１ 避難指示等の種類 

市町村は、緊急安全確保、避難指示、高齢者等避難の発令等の判断基準（具体的な考え方）を地域防

災計画に定めるとともに、その意味合いや住民に求める行動について、事前に周知を図り、警戒レベ

ルを用いて伝達する。 

また、気象等のレベル５特別警報、レベル４危険警報、レベル３警報及び避難指示等を住民に周知

し、迅速・的確な避難行動に結びつけるよう、その伝達内容等について準備しておく。 

 

避難指示等一覧 

警戒レベル 住民等がとるべき行動 行動を住民等に促す情報 

警 戒 レ ベ ル ５ 

（市町村が発令） 

指定緊急避難場所等への立退き避難する 

ことがかえって危険である場合、緊急安全 

確保する。 

ただし、災害発生・切迫の状況で、本行動 

を安全にとることができるとは限らず、ま 

た本行動をとったとしても身の安全を確保 

できるとは限らない。 

緊急安全確保 (注1) 

警 戒 レ ベ ル ４ 

（市町村が発令） 

・危険な場所から全員避難（立退き避難又 

は屋内安全確保）する。 
避難指示 

警 戒 レ ベ ル ３ 

（市町村が発令） 

・高齢者等(注2)は危険な場所から避難する

必要がある。 

・高齢者等以外の人も必要に応じ、出勤等 

の外出を控えるなど普段の行動を見合わせ 

始めたり、避難の準備をしたり、自主的に 

避難するタイミングである。例えば、地域 

の状況に応じ、早めの避難が望ましい場所 

の居住者等は、このタイミングで自主的に 

避難することが望ましい。 

高齢者等避難 

警 戒 レ ベ ル ２ 

（気象庁が発表） 

・ハザードマップ等により災害リスク、避難

場所や避難経路、避難のタイミング等の

再確認、避難情報の把握手段の再確認・注

意など、避難に備え自らの避難行動を確

認する。 

レベル２大雨注意報 

レベル２氾濫注意報 

レベル２土砂災害注意報 

レベル２高潮注意報 

警 戒 レ ベ ル １ 

（気象庁が発表） 

・防災気象情報等の最新情報に注意するな

ど、災害への心構えを高める。 

早期注意情報 

（警報級の可能性） 

  突発的な災害の場合、市町村長からの避難指示等の発令が間に合わないこともあるため、身の危険を感じたら躊躇 

なく自発的に避難する。 
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読み替え前 読み替え後 摘要 

注 1  災害が発生・切迫している状況において、その状況を市町村が必ず把握することができるとは限らないこと等

から、本情報は市町村長から必ず発令される情報ではない。 

注 2  高齢者等の「等」には、障がいのある人等の避難に時間を要する人や避難支援者等が含まれることに留意す

る。 
 

２ 「避難指示等の判断・伝達マニュアル」の作成 

市町村は、適切な避難指示等を行うため、下記に示す事項について検討し、避難すべき区域や具体

的な判断基準などを記載した「避難指示等の判断・伝達マニュアル」を作成する。洪水予報河川等につ

いては、水位情報、堤防等の施設に係る情報、台風情報、洪水警報等により具体的な避難指示等の発令

基準を設定する。それら以外の河川等についても、氾濫により居住者や地下空間、施設等の利用者に

命の危険を及ぼすと判断したものについては、同様に具体的な避難指示等の発令基準を策定すること

とする。 

また、安全な場所にいる人まで指定緊急避難場所等へ避難した場合、混雑や交通渋滞が発生するお

それ等があることから、災害リスクのある区域に絞って避難指示等の発令対象区域を設定するととも

に、必要に応じて見直すよう努める。 

県は、市町村が「避難指示等の判断・伝達マニュアル」を作成するに当たって必要な情報の提供に努

める。 

 

(1)～(4)  （略） 

 

(5) 参考とすべき情報 

・過去の災害記録（浸水実績、土砂災害記録等） 

・浸水想定区域図、土砂災害警戒区域図 

・河川の特徴に関する情報（堤防の整備状況、流下能力図、重要水防箇所、排水機場・水門の状況

等） 

・災害時に入手できる実況情報（水位情報、雨量情報等） 

・避難指示等に参考とすべき情報（気象等の特別警報、警報、注意報、洪水予報、水位到達情報

（避難判断水位、氾濫危険水位、洪水特別警戒水位）、土砂災害警戒情報、土砂災害危険度情

報、キキクル（大雨警報・洪水警報の危険度分布）、記録的短時間大雨情報、記録的な大雨に

関する気象情報、顕著な大雨に関する気象情報等） 

・情報伝達手段の整備状況（防災行政無線、携帯電話、インターネット、放送機関との協定等） 

 

 

３、４ （略） 

 

注 1  災害が発生・切迫している状況において、その状況を市町村が必ず把握することができるとは限らないこと等

から、本情報は市町村長から必ず発令される情報ではない。 

注 2  高齢者等の「等」には、障がいのある人等の避難に時間を要する人や避難支援者等が含まれることに留意す

る。 
 

２ 「避難指示等の判断・伝達マニュアル」の作成 

市町村は、適切な避難指示等を行うため、下記に示す事項について検討し、避難すべき区域や具体

的な判断基準などを記載した「避難指示等の判断・伝達マニュアル」を作成する。洪水予報河川等に

ついては、水位情報、堤防等の施設に係る情報、台風情報、レベル３大雨警報、レベル３氾濫警報等に

より具体的な避難指示等の発令基準を設定する。それら以外の河川等についても、氾濫により居住者

や地下空間、施設等の利用者に命の危険を及ぼすと判断したものについては、同様に具体的な避難指

示等の発令基準を策定することとする。 

また、安全な場所にいる人まで指定緊急避難場所等へ避難した場合、混雑や交通渋滞が発生するお

それ等があることから、災害リスクのある区域に絞って避難指示等の発令対象区域を設定するととも

に、必要に応じて見直すよう努める。 

県は、市町村が「避難指示等の判断・伝達マニュアル」を作成するに当たって必要な情報の提供に努

める。 

 

(1)～(4)  （略） 

 

(5) 参考とすべき情報 

・過去の災害記録（浸水実績、土砂災害記録等） 

・浸水想定区域図、土砂災害警戒区域図 

・河川の特徴に関する情報（堤防の整備状況、流下能力図、重要水防箇所、排水機場・水門の状況

等） 

・災害時に入手できる実況情報（水位情報、雨量情報等） 

・避難指示等に参考とすべき情報（気象等のレベル５特別警報、レベル４危険警報、レベル３警

報、レベル２注意報、洪水予報、水位到達情報（避難判断水位、氾濫危険水位、洪水特別警戒水

位）、土砂災害警戒情報、土砂災害危険度情報、キキクル、気象防災速報（記録的短時間大雨、

線状降水帯発生、線状降水帯直前予測）、気象解説情報（線状降水帯半日前予測、大雨）等） 

・情報伝達手段の整備状況（防災行政無線、携帯電話、インターネット、放送機関との協定等） 

 

３、４ （略） 

 

第３ 避難体制の整備 第３ 避難体制の整備  

第４ 指定緊急避難場所･指定避難所及び避難路の整備・周知 第４ 指定緊急避難場所･指定避難所及び避難路の整備・周知  

第５ 応急仮設住宅の確保体制の整備 第５ 応急仮設住宅の確保体制の整備  

第10節 救急・救助体制の整備 第10節 救急・救助体制の整備  

第１ 基本的な考え方 第１ 基本的な考え方  

第２ 救急・救助体制の整備 第２ 救急・救助体制の整備  

第３ 救急・救助用資機材等の整備 第３ 救急・救助用資機材等の整備  

第11節 医療体制の整備 第11節 医療体制の整備  

第１ 基本的な考え方 第１ 基本的な考え方  

第２ 情報収集管理体制の整備 第２ 情報収集管理体制の整備  

第３ 医療救護体制の整備 第３ 医療救護体制の整備  

第４ 防災訓練 第４ 防災訓練  
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読み替え前 読み替え後 摘要 

第12節 交通確保・規制体制の整備 第12節 交通確保・規制体制の整備  

第１ 基本的な考え方 第１ 基本的な考え方  

第２ 交通規制の実施責任者 第２ 交通規制の実施責任者  

第３ 交通規制の実施体制の整備 第３ 交通規制の実施体制の整備  

第４ 緊急通行車両等の事前届出・確認 第４ 緊急通行車両等の事前届出・確認  

第13節 輸送体制の整備 第13節 輸送体制の整備  

第１ 基本的な考え方 第１ 基本的な考え方  

第２ 輸送体制の整備方針 第２ 輸送体制の整備方針  

第３ 輸送手段及び輸送施設・集積拠点等の指定 第３ 輸送手段及び輸送施設・集積拠点等の指定  

第４ 緊急輸送道路啓開体制の整備 第４ 緊急輸送道路啓開体制の整備  

第５ 緊急輸送のための港湾・漁港啓開体制の整備 第５ 緊急輸送のための港湾・漁港啓開体制の整備  

第14節 防災施設、装備等の整備 第14節 防災施設、装備等の整備  

第１ 基本的な考え方 第１ 基本的な考え方  

第２ 広域防災拠点（防災活動施設）の管理・運営 第２ 広域防災拠点（防災活動施設）の管理・運営  

第３ 災害用臨時ヘリポートの整備 第３ 災害用臨時ヘリポートの整備  

第４ 防災装備等の整備 第４ 防災装備等の整備  

第15節 食料・飲料水及び生活必需品等確保・供給体制の整備 第15節 食料・飲料水及び生活必需品等確保・供給体制の整備  

第１ 基本的な考え方 第１ 基本的な考え方  

第２ 食料及び給食用資機材の備蓄並びに調達体制の整備 第２ 食料及び給食用資機材の備蓄並びに調達体制の整備  

第３ 飲料水及び給水用資器材の備蓄並びに調達体制の整備 第３ 飲料水及び給水用資器材の備蓄並びに調達体制の整備  

第４ 燃料等生活必需品の備蓄並びに調達体制の整備 第４ 燃料等生活必需品の備蓄並びに調達体制の整備  

第５ 災害救助用物資・資機材の備蓄並びに調達体制の整備 第５ 災害救助用物資・資機材の備蓄並びに調達体制の整備  

第６ 医療救護資器材、医薬品の備蓄並びに調達体制の整備 第６ 医療救護資器材、医薬品の備蓄並びに調達体制の整備  

第16節 廃棄物等の処理体制の整備  第16節 廃棄物等の処理体制の整備  

第１ 基本的な考え方 第１ 基本的な考え方  

第２ 廃棄物処理体制の整備 第２ 廃棄物処理体制の整備  

第３ し尿処理体制の整備 第３ し尿処理体制の整備  

第４ 応援協力体制の整備 第４ 応援協力体制の整備  

第17節 防疫・保健衛生体制の整備 第17節 防疫・保健衛生体制の整備  

第１ 基本的な考え方 第１ 基本的な考え方  

第２ 防疫・保健衛生体制の整備 第２ 防疫・保健衛生体制の整備  

第３ 食品衛生、監視体制の整備 第３ 食品衛生、監視体制の整備  

第４ 防疫用薬剤及び器具の備蓄 第４ 防疫用薬剤及び器具の備蓄  

第５ 動物愛護管理体制の整備 第５ 動物愛護管理体制の整備  

第18節 消防団、水防団及び自主防災組織の育成強化 第18節 消防団、水防団及び自主防災組織の育成強化  

第１ 基本的な考え方 第１ 基本的な考え方  

第２ 消防団の育成強化 第２ 消防団の育成強化  

第３ 水防団、水防協力団体の育成強化 第３ 水防団、水防協力団体の育成強化  

第４ 自主防災組織の育成強化 第４ 自主防災組織の育成強化  

第５ 住民による地区の防災活動の推進 第５ 住民による地区の防災活動の推進  

第19節 企業（事業所）における防災の促進 第19節 企業（事業所）における防災の促進  

第１ 基本的な考え方 第１ 基本的な考え方  

第２ 防災体制の整備 第２ 防災体制の整備  

第３ 事業継続の取組の推進 第３ 事業継続の取組の推進  

第４ 事業者による地区の防災活動の推進 第４ 事業者による地区の防災活動の推進  

第20節 災害ボランティアの活動環境の整備 第20節 災害ボランティアの活動環境の整備・連携体制の強化  

第１ 基本的な考え方 第１ 基本的な考え方  

第２ 災害ボランティアの活動内容 第２ 災害ボランティアの活動内容  

第３ 災害ボランティアとの連携体制の整備 第３ 災害ボランティアとの連携体制の整備  

第４ 災害ボランティアの育成 第４ 災害ボランティアの育成  

第５ 災害ボランティアコーディネーターの育成 第５ 災害ボランティアコーディネーターの育成  
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読み替え前 読み替え後 摘要 

第６ 災害ボランティアの普及・啓発 第６ 災害ボランティアの普及・啓発  

第21節 防災教育 第21節 防災教育  

第１ 基本的な考え方 第１ 基本的な考え方  

第２ 県及び市町村職員に対する防災教育 第２ 県及び市町村職員に対する防災教育  

第３ 県民に対する防災教育 第３ 県民に対する防災教育  

第４ 学校教育における防災教育 第４ 学校教育における防災教育  

第５ 防災上重要な施設の職員等に対する教育 第５ 防災上重要な施設の職員等に対する教育  

第６ 事業所における防災の推進等 第６ 事業所における防災の推進等  

第７ 災害教訓の伝承 第７ 災害教訓の伝承  

第22節 防災訓練 第22節 防災訓練  

第１ 基本的な考え方 第１ 基本的な考え方  

第２ 総合防災訓練 第２ 総合防災訓練  

第３ 個別訓練 第３ 個別訓練  

第23節 要配慮者等安全確保体制の整備 第23節 要配慮者等安全確保体制の整備  

第１ 基本的な考え方 第１ 基本的な考え方  

第２ 避難行動要支援者等支援体制の構築 第２ 避難行動要支援者等支援体制の構築  

第３ 地域における要配慮者対策 第３ 地域における要配慮者対策  

第４ 社会福祉施設・病院等における要配慮者対策 第４ 社会福祉施設・病院等における要配慮者対策  

第24節 孤立地区対策 第24節 孤立地区対策  

第１ 基本的な考え方 第１ 基本的な考え方  

第２ 通信手段の確保 第２ 通信手段の確保  

第３ 物資供給・救助体制の確立 第３ 物資供給・救助体制の確立  

第４ 孤立に強い地区づくり 第４ 孤立に強い地区づくり  

第５ 道路寸断への対応 第５ 道路寸断への対応  

第２章 風水害応急対策計画 第２章 風水害応急対策計画  

第１ 活動体制の確立に関する対策 第１ 活動体制の確立に関する対策  

第２ 被害の拡大を防止するための応急対策の実施 第２ 被害の拡大を防止するための応急対策の実施  

第３ 被災者の保護と社会秩序の安定を図るための応急対策の実施 第３ 被災者の保護と社会秩序の安定を図るための応急対策の実施  

第１節 応急活動体制 第１節 応急活動体制  

第１ 基本的な考え方 第１ 基本的な考え方  

第２ 県の応急活動体制の確立 第２ 県の応急活動体制の確立  

◆実施機関 県 

１ （略） 

２ 災害体制の決定、動員及び本部等の運営 

(1) 災害体制及び動員の決定 

    風水害等の防止軽減並びに災害応急対策の迅速かつ強力な推進を図るため、本庁各部（局）、

教育委員会及び地方機関は、風水害体制及び動員計画に従って災害対策要員である関係職員を

動員する。 

    風水害等災害が発生した場合は、次頁の「風水害体制の基準」に示す体制の基準に基づき、体

制及び動員方法を決定し、災害対策活動を実施する。 

  (2)、(3) （略） 

風水害災害体制の基準 

体制 基   準 
体  制  の  決  定 

動   員 
本   庁 地 方 機 関 

警戒体

制 

１ 県内の地域で大

雨警報若しくは洪

水警報が発表され

たとき（災害対策

自動配備 自動配備 

（大雨警報等が発表された

市町村を所管する地区） 

防災部、道路維持課、

河川課、砂防課及び地

方機関の指定された

職員を配備 

◆実施機関 県 

１ （略） 

２ 災害体制の決定、動員及び本部等の運営 

(1) 災害体制及び動員の決定 

    風水害等の防止軽減並びに災害応急対策の迅速かつ強力な推進を図るため、本庁各部（局）、

教育委員会及び地方機関は、風水害体制及び動員計画に従って災害対策要員である関係職員を

動員する。 

    風水害等災害が発生した場合は、次頁の「風水害体制の基準」に示す体制の基準に基づき、

体制及び動員方法を決定し、災害対策活動を実施する。 

  (2)、(3) （略） 

風水害災害体制の基準 

体制 基   準 
体  制  の  決  定 

動   員 
本   庁 地 方 機 関 

警戒体

制 

１ 県内の地域でレ

ベル３大雨警報が

発表されたとき

（災害対策本部等

自動配備 自動配備 

（大雨警報等が発表された

市町村を所管する地区） 

防災部、道路維持課、

河川課、砂防課及び地

方機関の指定された

職員を配備 
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読み替え前 読み替え後 摘要 

本部等の本部を設

置した場合を除

く） 

２ 防災危機管理課

長が必要と認めた

とき 

防災危機管理課長が

決定し、配備する 

－ 防災部の指定された

職員を配備 

３ 支庁長、県土整

備事務所長又は県

央県土整備事務所

大田事業所長が必

要と認めたとき 

－ 支庁長、県土整備事務所長

又は県央県土整備事務所大

田事業所長が決定し、配備

する 

支庁長、県土整備事務

所長又は県央県土整

備事務所大田事業所

長が決定する 

災害警

戒本部 

１ 県内の地域で大

雨警報が発表さ

れ、かつ24時間雨

量が200㎜以上と

予想されるとき 

 

自動設置 自動設置 

（大雨警報等が発表された

市町村を所管する地区） 

風水害第１又は第２

動員を配備 ※１ 

２ 防災部長が必要

と認めたとき 

防災部長が決定し、

設置する 

防災部長が決定し、指示す

る 

防災部長が決定する 

３ 支庁長、県土整

備事務所長又は県

央県土整備事務所

大田事業所長が必

要と認めたとき 

－ 支庁長、県土整備事務所長

又は県央県土整備事務所大

田事業所長が決定し、設置

する 

支庁長、県土整備事務

所長又は県央県土整

備事務所大田事業所

長が決定する 

災害対

策本部 

１ 県内の地域で大

雨・暴風・暴風雪・

高潮・波浪特別警

報のいずれかが発

表されたとき 

 

 

自動設置 自動設置 

（特別警報が発表された市

町村を所管する地区） 

風水害第３動員を配

備 

２ 県内の地域で大

雨警報が発表さ

れ、かつ１時間雨

量80㎜以上で24時

間雨量が200㎜以

上と予想されると

き 

 

自動設置 自動設置 

（大雨警報等が発表された

市町村を所管する地区） 

風水害第３動員を配

備 

３ 災害が発生する

おそれがある場合

において、国が特

定災害対策本部、

非常災害対策本

部、又は緊急災害

対策本部を設置

し、かつ島根県が

所管区域として告

示されたとき 

自動設置 自動設置 風水害第３動員を配

備 

の本部を設置した

場合を除く） 

 

２ 防災危機管理課

長が必要と認めた

とき 

防災危機管理課長が

決定し、配備する 

－ 防災部の指定された

職員を配備 

３ 支庁長、県土整

備事務所長又は県

央県土整備事務所

大田事業所長が必

要と認めたとき 

－ 支庁長、県土整備事務所長

又は県央県土整備事務所大

田事業所長が決定し、配備

する 

支庁長、県土整備事務

所長又は県央県土整

備事務所大田事業所

長が決定する 

災害警

戒本部 

１ 県内の地域でレ

ベル３大雨警報が

発表され、かつ24

時間雨量が200㎜

以上と予想される

とき 

自動設置 自動設置 

（大雨警報等が発表された

市町村を所管する地区） 

風水害第１又は第２

動員を配備 ※１ 

２ 防災部長が必要

と認めたとき 

防災部長が決定し、

設置する 

防災部長が決定し、指示す

る 

防災部長が決定する 

３ 支庁長、県土整

備事務所長又は県

央県土整備事務所

大田事業所長が必

要と認めたとき 

－ 支庁長、県土整備事務所長

又は県央県土整備事務所大

田事業所長が決定し、設置

する 

支庁長、県土整備事務

所長又は県央県土整

備事務所大田事業所

長が決定する 

災害対

策本部 

１ 県内の地域でレ

ベル３大雨警報が

発表され、かつ１

時間雨量80㎜以上

で24時間雨量が

200㎜以上と予想

されるとき 

自動設置 自動設置 

（大雨警報等が発表された

市町村を所管する地区） 

風水害第３動員を配

備 

２ 県内の地域でレ

ベル５大雨・レベ

ル５土砂災害・暴

風・暴風雪・波浪特

別警報またはレベ

ル４高潮危険警報

のいずれかが発表

されたとき 

自動設置 自動設置 

（特別警報が発表された市

町村を所管する地区） 

風水害第３動員を配

備 

３ 災害が発生する

おそれがある場合

において、国が特

定災害対策本部、

非常災害対策本

部、又は緊急災害

対策本部を設置

し、かつ島根県が

所管区域として告

示されたとき 

自動設置 自動設置 風水害第３動員を配

備 
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読み替え前 読み替え後 摘要 

４ 知事が必要と認

めたとき 

知事が決定し、設置

する 

知事が決定し、指示する 知事が決定する 

５ 支庁長、県土整

備事務所長又は県

央県土整備事務所

大田事業所長が必

要と認めたとき 

－ 支庁長、県土整備事務所長

又は県央県土整備事務所大

田事業所長が決定し、設置

する 

支庁長、県土整備事

務所長又は県央県土

整備事務所大田事業

所長が決定する 

※1災害警戒本部設置時の動員体制は原則、第１動員体制を配備する。 

 ただし、被害の状況等により第２動員体制への格上げが必要な場合は、防災部長が決定し、災害警戒本部 

員へ通知する。 

１ 地震、津波、風水害等複数の基準が重複する場合は、その中から最上位の基準を適用する。 

２ 風水害第１～第３動員の人員は、別に定めるところによる。 

３ 警察本部の災害体制は、島根県警察本部長の定めるところによる。 

４ 県水防本部の災害体制は、県水防計画の定めるところによる。 

 

雨の強さと降り方 ※出典：気象庁「雨や風の強さと被害等との関係を示した解説表」 

（平成29年9月一部改正） 

1時間雨量 
（㎜） 

予報用語 
人の受ける 
イメージ 

人への影響 
屋 内 

(木造住宅を想定) 
屋外の様子 車に乗っていて 

10以上 
～20未満 

やや強い雨 ザーザーと降る 
地面からの跳ね返
りで足元がぬれる 

雨の音で話し声が
良く聞き取れない 

地面一面に
水たまりが
できる 

 

20以上 
～30未満 

強い雨 どしゃ降り 
傘をさしていても
ぬれる 

寝ている人の半数
くらいが雨に気が
つく 

ワイパーを速くしても見づらい 

30以上 
～50未満 

激しい雨 
バケツをひっくり
返したように降る 

道路が川の
ようになる 

高速走行時、車輪と路面の間に水膜が生
じブレーキが効かなくなる(ハイドロプ
レーニング現象) 

50以上 
～80未満 

非常に 
激しい雨 

滝のよ うに降 る
(ゴーゴーと降り
続く) 傘は全く役に立た

なくなる 

水しぶきで
あたり一面
が白っぽく
なり、視界が
悪くなる 

車の運転は危険 

80以上～ 猛烈な雨 
息苦しくなるよう
な圧迫感がある。
恐怖を感ずる 

（注１）大雨によって災害が起こるおそれのあるときは大雨注意報や洪水注意報を、重大な災害が起こるおそれのあるときは大雨警報や洪水警報を、さらに重

大な災害が起こるおそれが著しく大きいときは大雨特別警報を発表して警戒や注意を呼びかけます。 

なお、警報や注意報の基準は地域によって異なります。 

（注２）数年に一度程度しか発生しないような短時間の大雨を観測・解析したときには記録的短時間大雨情報を発表します。この情報が発表されたときは、お

住まいの地域で、土砂災害や浸水害、中小河川の洪水害の発生につながるような猛烈な雨が降っていることを意味しています。 

なお、情報の基準は地域によって異なります。 

 

風の強さと吹き方 ※出典：気象庁「雨や風の強さと被害等との関係を示した解説表」 

（平成29年9月一部改正） 

風の強さ 
(予報用語) 

平均風速 
(ｍ/ｓ) 

おおよそ 
の時速 

速さの 
目安 

人への影響 
屋外・樹木 

の様子 
走行中の車 建造物 

おおよその 
瞬間風速 
(ｍ/ｓ) 

やや強い風 
10以上 
15未満 

～50㎞ 

一般道路
の自動車 

風に向かって
歩きにくくな
る。 
傘がさせな
い。 

樹木全体が揺
れ始める。 
電線が揺れ始
める。 

道路の吹き流
しの角度が水
平になり、高
速運転中では
横風に流され
る感覚を受け
る。 

樋（とい）が揺れ始め
る。 

 

20 

強い風 
15以上 
20未満 

～70㎞ 

風に向かって
歩けなくな
り、転倒する
人も出る。 
高所での作業
はきわめて危
険。 

電線が鳴り始
める。 
看板やトタン
板が外れ始め
る。 

高速運転中で
は、横風に流
される感覚が
大きくなる。 

屋根瓦・屋根葺材がはが
れるものがある。 
雨戸やシャッターが揺れ
る。 

 

高速道路
の自動車 

30 

非常に強い
風 

20以上 
25未満 

～90㎞ 
何かにつかま
っていないと
立っていられ
ない。 
飛来物によっ
て負傷するお
それがある。 

細い木の幹が
折れたり、根
の張っていな
い木が倒れ始
める。 
看板が落下・
飛散する。 
道路標識が傾

通常の速度で
運転するのが
困難になる。 

屋根瓦・屋根葺材が飛散
するものがある。 
固定されていないプレハ
ブ小屋が移動、転倒す
る。 
ビニールハウスのフィル
ム（被覆材）が広範囲に
破れる。 

 

25以上 
30未満 

～110㎞ 
40 

４ 知事が必要と認

めたとき 

知事が決定し、設置

する 

知事が決定し、指示する 知事が決定する 

５ 支庁長、県土整

備事務所長又は県

央県土整備事務所

大田事業所長が必

要と認めたとき 

－ 支庁長、県土整備事務所長

又は県央県土整備事務所大

田事業所長が決定し、設置

する 

支庁長、県土整備事

務所長又は県央県土

整備事務所大田事業

所長が決定する 

※1災害警戒本部設置時の動員体制は原則、第１動員体制を配備する。 

 ただし、被害の状況等により第２動員体制への格上げが必要な場合は、防災部長が決定し、災害警戒本部 

員へ通知する。 

１ 地震、津波、風水害等複数の基準が重複する場合は、その中から最上位の基準を適用する。 

２ 風水害第１～第３動員の人員は、別に定めるところによる。 

３ 警察本部の災害体制は、島根県警察本部長の定めるところによる。 

４ 県水防本部の災害体制は、県水防計画の定めるところによる。 

 

雨の強さと降り方 ※出典：気象庁「雨や風の強さと被害等との関係を示した解説表」 

（平成29年9月一部改正） 

1時間雨量 
（㎜） 

予報用語 
人の受ける 
イメージ 

人への影響 
屋 内 

(木造住宅を想定) 
屋外の様子 車に乗っていて 

10以上 
～20未満 

やや強い雨 ザーザーと降る 
地面からの跳ね返
りで足元がぬれる 

雨の音で話し声が
良く聞き取れない 

地面一面に
水たまりが
できる 

 

20以上 
～30未満 

強い雨 どしゃ降り 
傘をさしていても
ぬれる 

寝ている人の半数
くらいが雨に気が
つく 

ワイパーを速くしても見づらい 

30以上 
～50未満 

激しい雨 
バケツをひっくり
返したように降る 

道路が川の
ようになる 

高速走行時、車輪と路面の間に水膜が生
じブレーキが効かなくなる(ハイドロプ
レーニング現象) 

50以上 
～80未満 

非常に 
激しい雨 

滝のよ うに降 る
(ゴーゴーと降り
続く) 傘は全く役に立た

なくなる 

水しぶきで
あたり一面
が白っぽく
なり、視界が
悪くなる 

車の運転は危険 

80以上～ 猛烈な雨 
息苦しくなるよう
な圧迫感がある。
恐怖を感ずる 

（注１）大雨によって災害が起こるおそれのあるときは大雨注意報や洪水注意報を、重大な災害が起こるおそれのあるときは大雨警報や洪水警報を、さらに重

大な災害が起こるおそれが著しく大きいときは大雨特別警報を発表して警戒や注意を呼びかけます。 

なお、警報や注意報の基準は地域によって異なります。 

（注２）数年に一度程度しか発生しないような短時間の大雨を観測・解析したときには記録的短時間大雨情報を発表します。この情報が発表されたときは、お

住まいの地域で、土砂災害や浸水害、中小河川の洪水害の発生につながるような猛烈な雨が降っていることを意味しています。 

なお、情報の基準は地域によって異なります。 

 

風の強さと吹き方 ※出典：気象庁「雨や風の強さと被害等との関係を示した解説表」 

（平成29年9月一部改正） 

風の強さ 
(予報用語) 

平均風速 
(ｍ/ｓ) 

おおよそ 
の時速 

速さの 
目安 

人への影響 
屋外・樹木 

の様子 
走行中の車 建造物 

おおよその 
瞬間風速 
(ｍ/ｓ) 

やや強い風 
10以上 
15未満 

～50㎞ 

一般道路
の自動車 

風に向かって
歩きにくくな
る。 
傘がさせな
い。 

樹木全体が揺
れ始める。 
電線が揺れ始
める。 

道路の吹き流
しの角度が水
平になり、高
速運転中では
横風に流され
る感覚を受け
る。 

樋（とい）が揺れ始め
る。 

 

20 

強い風 
15以上 
20未満 

～70㎞ 

風に向かって
歩けなくな
り、転倒する
人も出る。 
高所での作業
はきわめて危
険。 

電線が鳴り始
める。 
看板やトタン
板が外れ始め
る。 

高速運転中で
は、横風に流
される感覚が
大きくなる。 

屋根瓦・屋根葺材がはが
れるものがある。 
雨戸やシャッターが揺れ
る。 

 

高速道路
の自動車 

30 

非常に強い
風 

20以上 
25未満 

～90㎞ 
何かにつかま
っていないと
立っていられ
ない。 
飛来物によっ
て負傷するお
それがある。 

細い木の幹が
折れたり、根
の張っていな
い木が倒れ始
める。 
看板が落下・
飛散する。 
道路標識が傾

通常の速度で
運転するのが
困難になる。 

屋根瓦・屋根葺材が飛散
するものがある。 
固定されていないプレハ
ブ小屋が移動、転倒す
る。 
ビニールハウスのフィル
ム（被覆材）が広範囲に
破れる。 

 

25以上 
30未満 

～110㎞ 
40 
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読み替え前 読み替え後 摘要 

特急電車 
屋外での行動
は極めて危
険。 

く。 

走行中のトラ
ックが横転す
る。 

固定の不十分な金属屋根
の葺材がめくれる。 
養生の不十分な仮設足場
が崩壊する。 

猛烈な風 

30以上 
35未満 

～125㎞ 
50 

35以上 
40未満 

～140㎞ 
多くの樹木が
倒れる。 
電柱や街灯で
倒れるものが
ある。 
ブロック壁で
倒壊するもの
がある。 

外装材が広範囲にわたっ
て飛散し、下地材が露出
するものがある。 

60 

40以上 140㎞～ 

住家で倒壊するものがあ
る。 
鉄骨構造物で変形するも
のがある。 

 

（注１）強風によって災害が起こるおそれのあるときは強風注意報を、暴風によって重大な災害が発生するおそれのあるときは暴風警報を、さらに重大な災害

が起こるおそれが著しく大きいときは暴風特別警報を発表して警戒や注意を呼びかけます。なお、警報や注意報の基準は地域によって異なります。 

（注２）平均風速は10分間の平均、瞬間風速は３秒間の平均です。風の吹き方は絶えず強弱の変動があり、瞬間風速は平均風速の1.5倍程度になることが多いで

すが、大気の状態が不安定な場合等は３倍以上になることがあります。 

（注３）この表を使用される際は、以下の点にご注意下さい。 

   １ 風速は地形や周りの建物などに影響されますので、その場所での風速は近くにある観測所の値と大きく異なることがあります。 

   ２ 風速が同じであっても、対象となる建物、構造物の状態や風の吹き方によって被害が異なる場合があります。この表では、ある風速が観測された際

に、通常発生する現象や被害を記述していますので、これより大きな被害が発生したり、逆に小さな被害にとどまる場合もあります。 

   ３ 人や物への影響は日本風工学会の「瞬間風速と人や街の様子との関係」を参考に作成しています。今後、表現など実状と合わなくなった場合には内

容を変更することがあります。 

 

(4) 警戒体制及び地区警戒体制 

    風水害等の災害時において災害警戒本部を設置する前において災害情報の収集等、初期の災害

応急対策に従事するため、警戒体制として、以下の体制を確立する。 

   ア 体制の基準、決定、設置の手続き 

風水害災害体制の基準に基づく、警戒体制及び地区災害警戒体制（以下「地区警戒体制」とい

う。）の体制等については以下のとおりとする。 

ａ 県内の地域で大雨警報若しくは洪水警報が発表されたとき（災害対策本部等の本部設置 

した場合を除く。） 

ｂ 防災危機管理課長が必要と認めたとき 

ｃ 支庁長、県土整備事務所長又は県央県土整備事務所大田事業所長が必要と認めたとき 

   イ、ウ （略） 

  (5) 災害警戒本部及び地区災害警戒本部体制 

    風水害災害体制の基準に基づく、災害警戒本部（以下「警戒本部」という。）及び地区災害警戒

本部（以下「地区警戒本部」という。）の体制等については以下のとおりとする。 

   ア 警戒本部 

   （ア）体制の基準、決定、設置の手続き、公表 

      以下の基準のいずれかに該当するとき、本庁において警戒本部を設置し、警戒本部を設置

したことを、本部員である関係課長に通知するとともに、関係機関等に公表する。 

     ａ 県内の地域で大雨警報が発表され、かつ24時間雨量が200㎜以上と予想されるとき 

（自動設置） 

     ｂ 防災部長が必要と認めたとき 

 

   （イ）～（エ） （略） 

   イ 地区警戒本部 

   （ア）体制の基準、決定、設置の手続き、公表 

      以下の基準のいずれかに該当する地区は、地区警戒本部を設置し、この体制をとったこと

を関係方面に公表する。 

     ａ 管内の市町村で大雨警報等が発表され、かつ24時間雨量が200㎜以上と予想されるとき 

      （自動設置） 

     ｂ 防災部長が必要と認めたとき 

     ｃ 支庁長、県土整備事務所長又は県央県土整備事務所大田事業所長が必要と認めたとき 

特急電車 
屋外での行動
は極めて危
険。 

く。 

走行中のトラ
ックが横転す
る。 

固定の不十分な金属屋根
の葺材がめくれる。 
養生の不十分な仮設足場
が崩壊する。 

猛烈な風 

30以上 
35未満 

～125㎞ 
50 

35以上 
40未満 

～140㎞ 
多くの樹木が
倒れる。 
電柱や街灯で
倒れるものが
ある。 
ブロック壁で
倒壊するもの
がある。 

外装材が広範囲にわたっ
て飛散し、下地材が露出
するものがある。 

60 

40以上 140㎞～ 

住家で倒壊するものがあ
る。 
鉄骨構造物で変形するも
のがある。 

 

（注１）強風によって災害が起こるおそれのあるときは強風注意報を、暴風によって重大な災害が発生するおそれのあるときは暴風警報を、さらに重大な災害

が起こるおそれが著しく大きいときは暴風特別警報を発表して警戒や注意を呼びかけます。なお、警報や注意報の基準は地域によって異なります。 

（注２）平均風速は10分間の平均、瞬間風速は３秒間の平均です。風の吹き方は絶えず強弱の変動があり、瞬間風速は平均風速の1.5倍程度になることが多いで

すが、大気の状態が不安定な場合等は３倍以上になることがあります。 

（注３）この表を使用される際は、以下の点にご注意下さい。 

   １ 風速は地形や周りの建物などに影響されますので、その場所での風速は近くにある観測所の値と大きく異なることがあります。 

   ２ 風速が同じであっても、対象となる建物、構造物の状態や風の吹き方によって被害が異なる場合があります。この表では、ある風速が観測された際

に、通常発生する現象や被害を記述していますので、これより大きな被害が発生したり、逆に小さな被害にとどまる場合もあります。 

   ３ 人や物への影響は日本風工学会の「瞬間風速と人や街の様子との関係」を参考に作成しています。今後、表現など実状と合わなくなった場合には内

容を変更することがあります。 

 

(4) 警戒体制及び地区警戒体制 

    風水害等の災害時において災害警戒本部を設置する前において災害情報の収集等、初期の災害

応急対策に従事するため、警戒体制として、以下の体制を確立する。 

   ア 体制の基準、決定、設置の手続き 

風水害災害体制の基準に基づく、警戒体制及び地区災害警戒体制（以下「地区警戒体制」とい

う。）の体制等については以下のとおりとする。 

ａ 県内の地域でレベル３大雨警報が発表されたとき（災害対策本部等の本部設置した場合を

除く。） 

ｂ 防災危機管理課長が必要と認めたとき 

ｃ 支庁長、県土整備事務所長又は県央県土整備事務所大田事業所長が必要と認めたとき 

   イ、ウ （略） 

  (5) 災害警戒本部及び地区災害警戒本部体制 

    風水害災害体制の基準に基づく、災害警戒本部（以下「警戒本部」という。）及び地区災害警戒

本部（以下「地区警戒本部」という。）の体制等については以下のとおりとする。 

   ア 警戒本部 

   （ア）体制の基準、決定、設置の手続き、公表 

      以下の基準のいずれかに該当するとき、本庁において警戒本部を設置し、警戒本部を設置

したことを、本部員である関係課長に通知するとともに、関係機関等に公表する。 

 ａ 県内の地域でレベル３大雨警報が発表され、かつ24時間雨量が200㎜以上と予想されると

き 

（自動設置） 

     ｂ 防災部長が必要と認めたとき 

   （イ）～（エ） （略） 

   イ 地区警戒本部 

   （ア）体制の基準、決定、設置の手続き、公表 

      以下の基準のいずれかに該当する地区は、地区警戒本部を設置し、この体制をとったこと

を関係方面に公表する。 

ａ 管内の市町村でレベル３大雨警報が発表され、かつ24時間雨量が200㎜以上と予想される

とき 

      （自動設置） 

     ｂ 防災部長が必要と認めたとき 
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読み替え前 読み替え後 摘要 

   （イ）～（エ） （略） 

 

 

  (6) 災害対策本部及び地区災害対策本部体制 

    風水害災害の基準に基づく災害対策本部（以下「対策本部」という。）及び地区災害対策本部（以

下「地区本部」という。）の体制等は以下のとおりとする。 

   ア 対策本部体制 

   （ア）体制の基準、決定、設置の手続き、公表 

      以下の基準のいずれかに該当するとき、本庁において対策本部を設置する。 

     ａ 県内の地域で大雨・暴風・暴風雪・高潮・波浪特別警報のいずれかが発表されたとき（自

動設置） 

     ｂ 県内の地域で大雨警報が発表され、かつ１時間雨量が80㎜以上で24時間雨量が200㎜以上

と予想されるとき（自動設置） 

  ｃ 災害が発生するおそれがある場合において、国が特定災害対策本部、非常災害対策本部、

又は緊急災害対策本部を設置し、かつ島根県が当該本部の所管区域として告示されたとき

（自動設置） 

ｄ 知事が必要と認めたとき 

対策本部を設置した場合、電話等を通じて本部員である関係部局長に通知するとともに、以下

の表に示す方法により関係機関等に公表する。 

また、対策本部については、県本部の標識を県庁正面玄関前及び本部室前に掲示する。 

 （イ）～（エ） （略） 

 イ～カ （略） 

(7) （略） 

３～５ （略） 

 

     ｃ 支庁長、県土整備事務所長又は県央県土整備事務所大田事業所長が必要と認めたとき 

   （イ）～（エ） （略） 

 

  (6) 災害対策本部及び地区災害対策本部体制 

    風水害災害の基準に基づく災害対策本部（以下「対策本部」という。）及び地区災害対策本部（以

下「地区本部」という。）の体制等は以下のとおりとする。 

   ア 対策本部体制 

   （ア）体制の基準、決定、設置の手続き、公表 

      以下の基準のいずれかに該当するとき、本庁において対策本部を設置する。 

     ａ 県内の地域でレベル３大雨警報が発表され、かつ１時間雨量が80㎜以上で24時間雨量が

200㎜以上と予想されるとき（自動設置） 

     ｂ 県内の地域でレベル５大雨・レベル５土砂災害・暴風・暴風雪・波浪特別警報またはレ

ベル４高潮危険警報のいずれかが発表されたとき（自動設置） 

  ｃ 災害が発生するおそれがある場合において、国が特定災害対策本部、非常災害対策本部、

又は緊急災害対策本部を設置し、かつ島根県が当該本部の所管区域として告示されたとき

（自動設置） 

ｄ 知事が必要と認めたとき 

対策本部を設置した場合、電話等を通じて本部員である関係部局長に通知するとともに、以下

の表に示す方法により関係機関等に公表する。 

また、対策本部については、県本部の標識を県庁正面玄関前及び本部室前に掲示する。 

 （イ）～（エ） （略） 

 イ～カ （略） 

(7) （略） 

３～５ （略） 

 

第３ 市町村の応急活動体制の確立 第３ 市町村の応急活動体制の確立  

第４ 防災関係機関等の応急活動体制の確立 第４ 防災関係機関等の応急活動体制の確立  

第２節 災害情報の収集・伝達 第２節 災害情報の収集・伝達  

第１ 基本的な考え方 第１ 基本的な考え方  

第２ 情報管理体制の確立 第２ 情報管理体制の確立  

第３ 気象予報及び警報等の収集・伝達 第３ 気象予報及び警報等の収集・伝達  

   ◆実施機関 県（防災部防災危機管理課）、市町村、関係機関 

 

気象予報及び警報等（気象業務法第13条、第13条の2）、気象等情報、火災警報及び知事、市町村長等

が行う通報、警告（以下「予警報等」という。）の発表及び伝達は、災害予防上極めて重要であるが、そ

の取扱いは次のとおりとする。 

 

（注１）気象予報及び警報等とは、気象業務法第13条の2に基づく気象、地象、高潮及び波浪に関する特別警報若しくは、

気象業務法第13条に基づく気象、地象、高潮、波浪及び洪水に関する予報及び警報をいう。（以下同じ） 

（注２）気象等情報とは、同法第11条にいう気象、地象及び水象に関する情報をいう。（以下同じ） 

 

１ 気象予報及び警報等伝達体制の確立 

関係機関は、気象予報及び警報等伝達体制を確立し、気象予報及び警報等が関係者に対し迅速かつ

正確に伝達されるよう努めるとともに、県、市町村及び放送事業者等は、伝達を受けた気象予報及び

警報等を市町村防災行政無線等（戸別受信機を含む。）により、住民等への伝達に努める。 

   ◆実施機関 県（防災部防災危機管理課）、市町村、関係機関 

 

気象予報及び警報等（気象業務法第13条、第13条の2）、気象等情報、火災警報及び知事、市町村長等

が行う通報、警告（以下「予警報等」という。）の発表及び伝達は、災害予防上極めて重要であるが、そ

の取扱いは次のとおりとする。 

 

（注１）気象予報及び警報等とは、気象業務法第13条の2に基づく気象、地象、高潮及び波浪に関する特別警報若しくは、

気象業務法第13条に基づく気象、地象、高潮、波浪及び洪水に関する予報及び警報をいう。（以下同じ） 

（注２）気象等情報とは、同法第11条にいう気象、地象及び水象に関する情報をいう。（以下同じ） 

 

１ 気象予報及び警報等伝達体制の確立 

関係機関は、気象予報及び警報等伝達体制を確立し、気象予報及び警報等が関係者に対し迅速かつ

正確に伝達されるよう努めるとともに、県、市町村及び放送事業者等は、伝達を受けた気象予報及び

警報等を市町村防災行政無線等（戸別受信機を含む。）により、住民等への伝達に努める。 
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読み替え前 読み替え後 摘要 

なお、県は、大雨、暴風、高潮及び波浪等の特別警報の伝達を受けた場合は、これを直ちに市町村に

伝達し、市町村は、直ちに住民等への周知の措置をとらなければならない。 

県防災行政無線及び地域衛星通信ネットワークでは、一斉指令システムにより市町村、関係機関等

に設置された受令システムに気象予警報及び警報等を伝達できるようになっており、総合防災情報シ

ステムでは、市町村、関係機関等に設置された防災端末により気象予警報及び警報等を迅速に確認で

きるよう一斉通知画面で表示できるようにし、気象予警報及び警報等伝達手段の多重化を図っている。 

また、総合防災情報システムのリンクから、水防情報システム、土砂災害予警報システムで提供さ

れる情報を確認できる。 

さらに、総合防災情報システムからの電子メールにより、関係職員に対して、休日、夜間も含めて気

象等の特別警報、警報及び注意報等を配信し、初動体制の確保を補助している。 

そのため、関係職員等は、気象等の特別警報、警報及び注意報等を覚知した場合、確認作業を行い、

気象観測情報の収集、職員の招集等の気象等の特別警報、警報及び注意報等に対応して行うべき業務

を実施する。 

なお、特に休日、夜間におけるそれらの体制について留意し、関係機関相互に徹底を図る。 

 

２ 気象等予報及び警報若しくは情報の発表及び伝達 

(1) 気象予報及び警報等の発表 

ア 気象業務法に基づき、松江地方気象台は、天気予報は、一次細分区域の東部、西部及び隠岐を対

象として発表する。警報等は二次細分地域の市町村単位で発表する。そのうち特に災害と関係の

ある特別警報、警報及び注意報の種類及び発表基準は資料編のとおりである。 

イ 防災上必要と考える場合、松江地方気象台は、二次細分地域の市町村及び海岸や海上に細分し、

特別警報、警報及び注意報を発表する。 

なお、気象予報及び警報等地区細分境界は図2.2.2.1のとおりである。 

 

(2) 気象等情報の発表 

気象等情報は、気象業務法に基づき、松江地方気象台は島根県を対象に、台風や大雨などについ

ての情報を発表する。 

また、気象庁は竜巻注意情報及び記録的短時間大雨情報を発表する。 

なお、気象情報等のうち、「島根県記録的短時間大雨情報」は、大雨警報発表中に数年に一度程度

しか発表しないような猛烈な雨（１時間の降水量が100㎜以上）が観測（地上の雨量計による観測）

又は解析（解析雨量※１：気象レーダーと地上の雨量計を組み合わせた分析）され、かつ、キキクル

（危険度分布）の「危険」（紫）が出現している場合に気象庁から発表される。 

また、火山現象に関する情報として、「火山の状況に関する解説情報」※２、「噴火速報」※３等も

発表する。 

 

(3)警戒レベルを用いた防災情報の提供 

    県及び防災関係機関は、避難指示等の発令基準に活用する防災気象情報の提供にあたり、警戒レ

ベル相当情報として、参考となる警戒レベルも併せて提供する。 

 

(4)大雨警報・洪水警報等を補足する情報 

気象庁は、注意報、警報、特別警報を補足する情報として、土砂キキクル（大雨警報（土砂災害）

の危険度分布）、浸水キキクル（大雨警報（浸水害）の危険度分布）、洪水キキクル（洪水警報の

危険度分布）および流域雨量指数の予測値を発表する。これらの概要は資料編のとおりである。 

 

 

(5)早期注意情報（警報級の可能性）の発表 

なお、県は、レベル５大雨、レベル５氾濫、レベル５土砂災害、レベル５高潮、暴風及び波浪等の特

別警報の伝達を受けた場合は、これを直ちに市町村に伝達し、市町村は、直ちに住民等への周知の措

置をとらなければならない。 

県防災行政無線及び地域衛星通信ネットワークでは、一斉指令システムにより市町村、関係機関等

に設置された受令システムに気象予警報及び警報等を伝達できるようになっており、総合防災情報シ

ステムでは、市町村、関係機関等に設置された防災端末により気象予警報及び警報等を迅速に確認で

きるよう一斉通知画面で表示できるようにし、気象予警報及び警報等伝達手段の多重化を図っている。 

また、総合防災情報システムのリンクから、水防情報システム、土砂災害予警報システムで提供さ

れる情報を確認できる。 

さらに、総合防災情報システムからの電子メールにより、関係職員に対して、休日、夜間も含めて気

象等の特別警報、危険警報、警報及び注意報等を配信し、初動体制の確保を補助している。 

そのため、関係職員等は、気象等の特別警報、危険警報、警報及び注意報等を覚知した場合、確認作

業を行い、気象観測情報の収集、職員の招集等の気象等の特別警報、危険警報、警報及び注意報等に

対応して行うべき業務を実施する。 

なお、特に休日、夜間におけるそれらの体制について留意し、関係機関相互に徹底を図る。 

 

２ 気象等予報及び警報若しくは情報の発表及び伝達 

(1) 気象予報及び警報等の発表 

ア 気象業務法に基づき、松江地方気象台は、天気予報は、一次細分区域の東部、西部及び隠岐を対

象として発表する。警報等は二次細分地域の市町村単位で発表する。そのうち特に災害と関係の

ある特別警報、危険警報、警報及び注意報の種類及び発表基準は資料編のとおりである。 

イ 防災上必要と考える場合、松江地方気象台は、二次細分地域の市町村及び海岸や海上に細分し、

特別警報、危険警報、警報及び注意報を発表する。 

なお、気象予報及び警報等地区細分境界は図2.2.2.1のとおりである。 

 

(2) 気象等情報の発表 

気象等情報は、気象業務法に基づき、松江地方気象台は島根県を対象に、台風や大雨などについ

ての情報を発表する。 

また、気象庁は気象防災速報（竜巻注意／竜巻目撃及び記録的短時間大雨）を発表する。 

なお、気象情報等のうち、「気象防災速報（記録的短時間大雨）」は、レベル３大雨警報等発表中

に数年に一度程度しか発表しないような猛烈な雨（１時間の降水量が100㎜以上）が観測（地上の雨

量計による観測）又は解析（解析雨量※１：気象レーダーと地上の雨量計を組み合わせた分析）され、

かつ、キキクルの「危険」（紫）が出現している場合に気象庁から発表される。 

また、火山現象に関する情報として、「火山の状況に関する解説情報」※２、「噴火速報」※３等も

発表する。 

 

(3)警戒レベルを用いた防災情報の提供 

    県及び防災関係機関は、避難指示等の発令基準に活用する防災気象情報の提供にあたり、警戒レ

ベル相当情報として、参考となる警戒レベルも併せて提供する。 

 

(4)レベル３大雨警報、氾濫警報、土砂災害警報等を補足する情報 

気象庁は、特別警報、危険警報、警報及び注意報を補足する情報として、土砂キキクル、浸水キ

キクル、洪水キキクル、大雨キキクルおよび流域雨量指数の予測値を発表する。これらの概要は資

料編のとおりである。 

 

(5)早期注意情報（警報級の可能性）の発表 
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読み替え前 読み替え後 摘要 

気象庁より、５日先までの警報級の現象の可能性が［高］、［中］の２段階で発表される。当日から

翌日にかけては時間帯を区切って、天気予報の対象地域と同じ一次細分区域発表単位（島根県東部、

島根県西部、島根県隠岐）で、２日先から５日先にかけては、１日単位で週間天気予報の対象区域と

同じ発表単位（島根県）で発表される。大雨、高潮に関して、［高］、［中］が予想される場合は、災

害への心構えを高める必要があることを示す警戒レベル1である。 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 「解析雨量」：気象庁、国土交通省水管理・国土保全局、道路局が全国に設置している気象レーダーと、

アメダス及び自治体等の地上の雨量計を組み合わせて、それぞれの特性を活かし全国を１㎞四方に細かく区

切って解析したもので、解析雨量は30分ごとに、速報版解析雨量は10分ごとに解析したものである。 

 

※２ 「火山の状況に関する解説情報」：現時点で、噴火警戒レベルの引き上げ基準に達していない、または、

噴火警報を発表し「警戒が必要な範囲」の拡大を行うような状況ではないが、今後の活動の推移によっては

噴火警報を発表し、噴火警戒レベルの引上げや、「警戒が必要な範囲」の拡大を行う可能性があると判断した

場合等に、火山活動の状況や防災上警戒・注意すべき事項を伝えるため、発表する。  

また、現時点では、噴火警戒レベルを引き上げる可能性は低い、または、噴火警報を発表し「警戒が必要

な範囲」の拡大を行う可能性は低いが、火山活動に変化がみられるなど、火山活動の状況を伝える必要があ

ると判断した場合に、「火山の状況に関する解説情報」を適時発表する。 

 

※３ 「噴火速報」：登山者や周辺の住民に対して、火山が噴火したことを端的にいち早く伝え、身を守る行動を

取っていただくために発表する。  

噴火速報は以下のような場合に発表する。  

・噴火警報が発表されていない常時観測火山において、噴火が発生した場合  

・噴火警報が発表されている常時観測火山において、噴火警戒レベルの引き上げや警戒が必要な範囲の拡大

を検討する規模の噴火が発生した場合 

また、雲などで規模が確認できない場合でも警戒が必要な範囲を超えると考えられる場合は発表する。 

・このほか、社会的な影響が大きく、噴火の発生を速やかに伝える必要があると判断した場合 

 

（注）沿岸の海域とは、特別警報、警報及び注意報や天気予報の発表区域内の海岸線からおおむね20海里の海域をい

う。 

 

特別警報、警報及び注意報や天気予報の発表区域（県東部、県西部、隠岐）（図2.2.2.1） 
図 （略） 

 

 

（参考） 

１ （略） 

２ （略） 

 

ア （略） 

  イ 受報機関の措置 

気象官署から気象予報及び警報等の伝達を受けた各機関及びさらに伝達を受けた各機関は、それぞ

気象庁より、５日先までの警報級の現象の可能性が［高］、［中］の２段階で発表される。当日か明

後日にかけては時間帯を区切って、天気予報の対象地域と同じ一次細分区域発表単位（島根県東部、

島根県西部、島根県隠岐）で、２３日先から５日先にかけては、１日単位で週間天気予報の対象区域

と同じ発表単位（島根県）で発表される。大雨、土砂災害、高潮に関して、［高］、［中］が予想され

る場合は、災害への心構えを高める必要があることを示す警戒レベル1である。 

   

  （6）時系列情報（明日までの警報等の見通し）  

特別警報・危険警報・警報・注意報に先立って、市町村単位で、警報級の現象の発生が想定される

時間帯（土砂災害の警報・危険警報、高潮の注意報・警報・危険警報については情報の発表が想定さ

れる時間帯）の見通しを「災害切迫」（黒）、「危険」（紫）、「警戒」（赤）、「注意」（黄）の色で表示す

る。翌日までの 3時間ごとの気象状況の見通しが１日４回発表される。 なお、警報等の見通しが大

きく変わった場合には、必要に応じて定時の発表を待たず臨時で発表される。 

※１ 「解析雨量」：気象庁、国土交通省水管理・国土保全局、道路局が全国に設置している気象レーダーと、

アメダス及び自治体等の地上の雨量計を組み合わせて、それぞれの特性を活かし全国を１㎞四方に細かく区

切って解析したもので、解析雨量は30分ごとに、速報版解析雨量は10分ごとに解析したものである。 

 

※２ 「火山の状況に関する解説情報」：現時点で、噴火警戒レベルの引き上げ基準に達していない、または、

噴火警報を発表し「警戒が必要な範囲」の拡大を行うような状況ではないが、今後の活動の推移によっては

噴火警報を発表し、噴火警戒レベルの引上げや、「警戒が必要な範囲」の拡大を行う可能性があると判断した

場合等に、火山活動の状況や防災上警戒・注意すべき事項を伝えるため、発表する。  

また、現時点では、噴火警戒レベルを引き上げる可能性は低い、または、噴火警報を発表し「警戒が必要

な範囲」の拡大を行う可能性は低いが、火山活動に変化がみられるなど、火山活動の状況を伝える必要があ

ると判断した場合に、「火山の状況に関する解説情報」を適時発表する。 

 

※３ 「噴火速報」：登山者や周辺の住民に対して、火山が噴火したことを端的にいち早く伝え、身を守る行動を

取っていただくために発表する。  

噴火速報は以下のような場合に発表する。  

・噴火警報が発表されていない常時観測火山において、噴火が発生した場合  

・噴火警報が発表されている常時観測火山において、噴火警戒レベルの引き上げや警戒が必要な範囲の拡大

を検討する規模の噴火が発生した場合 

また、雲などで規模が確認できない場合でも警戒が必要な範囲を超えると考えられる場合は発表する。 

・このほか、社会的な影響が大きく、噴火の発生を速やかに伝える必要があると判断した場合 

 

（注）沿岸の海域とは、特別警報、危険警報、警報及び注意報や天気予報の発表区域内の海岸線からおおむね20海里

の海域をいう。 

 

特別警報、危険警報、警報及び注意報や天気予報の発表区域（県東部、県西部、隠岐） 

（図2.2.2.1） 
図 （略） 

 

（参考） 

１ （略） 

２ （略） 

 

ア （略） 

  イ 受報機関の措置 

気象官署から気象予報及び警報等の伝達を受けた各機関及びさらに伝達を受けた各機関は、それぞ
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読み替え前 読み替え後 摘要 

れ次のとおり措置する。 

（ア）島根県（災害対策基本法第55条） 

 

○ 気象予報及び警報等若しくは情報のうち、県から発信する種類並びに伝達先（機関）は次のと

おりである。 

   ・特別警報 

      暴風、暴風雪、大雨、大雪、高潮、波浪、噴火警報（居住地域）。 

・警報 

暴風、暴風雪、大雨、大雪、洪水、高潮、波浪、噴火警報（火口周辺）。 

・注意報 

風雪、強風、大雨、大雪、洪水、高潮、波浪、着雪、融雪、なだれ、乾燥、雷、低温、濃霧、

霜、着氷。 

・情報 

台風・大雨・大雪等気象情報、土砂災害警戒情報、指定河川洪水予報、記録的短時間大雨情報、

竜巻注意情報等。 

・伝達先 

支庁県民局、県土整備事務所、西部県民センター、ダム管理所（布部、山佐、三瓶、八戸、第

二浜田、御部、大長見、益田川、銚子）、企業局管理事務所（東部、西部）、企業局ダム（三

成操作所、木都賀操作所）、出雲空港管理事務所、空港管理所（石見、隠岐）、浜田港湾振興

センター、市町村及び消防本部等。 

（イ）海上保安官署（浜田） 

     必要箇所に速やかに伝達する。 

（ウ）漁業（指導）無線局 

   航行中及び入港中の漁船に速やかに伝達する。 

（エ）ＮＨＫ松江放送局 

   ラジオ、テレビを利用し、なるべく早急に公衆に周知するよう努める。 

 なお、警報、特別警報については、気象業務法第15条、第15条の2に基づき、各放送局を通して、

すみやかに公衆に周知する。 

（オ）ＮＴＴ西日本株式会社又はＮＴＴ東日本株式会社 

  受信した特別警報及び警報は、電話回線等を利用して一般電信電話に優先し市町村に伝達する。 

 

（カ）島根県警察本部及び国土交通省中国地方整備局 

   それぞれ系統機関に対して伝達する。 

（キ）支庁県民局、各県土整備事務所、県央県土整備事務所大田事業所、西部県民センター 

 管内の指定地方公共機関及びあらかじめ指定された県の関係地方機関へ防災行政無線等により伝

達する。特別警報及び警報の場合は、上記のほか、管内の他の地方機関に対しても伝達する。 

 

（ク）市町村［災害対策基本法第56条（関連一気象業務法第15条、第15条の2、消防法第22条、水防法

第10条、第11条）］ 

 市町村地域防災計画に定めるところにより住民に対して速やかに伝達する。 

 なお、特別警報の場合は直ちに住民及び所在の官公署に対し、市町村地域防災計画の定める伝

達体制によって周知の措置をとらなければならない。 

 また、警報の場合は直ちに所在の官公署に対しても市町村地域防災計画に定める伝達体制によ

って通報する。 

（ケ）各報道機関 

 ラジオ、テレビその他の手段を利用し、なるべく早急に公衆に周知するよう努める。 

れ次のとおり措置する。 

（ア）島根県（災害対策基本法第55条） 

 

○ 気象予報及び警報等若しくは情報のうち、県から発信する種類並びに伝達先（機関）は次のと

おりである。 

   ・特別警報 

      暴風、暴風雪、大雨、氾濫、土砂災害、大雪、高潮、波浪、噴火警報（居住地域）。 

・警報 

暴風、暴風雪、大雨、氾濫、土砂災害、大雪、洪水、高潮、波浪、噴火警報（火口周辺）。 

・注意報 

風雪、強風、大雨、氾濫、土砂災害、大雪、洪水、高潮、波浪、着雪、融雪、なだれ、乾燥、

雷、低温、濃霧、霜、着氷。 

・情報 

 気象防災速報（記録的短時間大雨、線状降水帯発生、線状降水帯直前予測、短時間大雪、竜巻

注意／竜巻目撃） 

・伝達先 

支庁県民局、県土整備事務所、西部県民センター、ダム管理所（布部、山佐、三瓶、八戸、第

二浜田、御部、大長見、益田川、銚子）、企業局管理事務所（東部、西部）、企業局ダム（三

成操作所、木都賀操作所）、出雲空港管理事務所、空港管理所（石見、隠岐）、浜田港湾振興

センター、市町村及び消防本部等。 

（イ）海上保安官署（浜田） 

     必要箇所に速やかに伝達する。 

（ウ）漁業（指導）無線局 

   航行中及び入港中の漁船に速やかに伝達する。 

（エ）ＮＨＫ松江放送局 

   ラジオ、テレビを利用し、なるべく早急に公衆に周知するよう努める。 

 なお、警報、危険警報、特別警報については、気象業務法第15条、第15条の2に基づき、各放送

局を通して、すみやかに公衆に周知する。 

（オ）ＮＴＴ西日本株式会社又はＮＴＴ東日本株式会社 

  受信した特別警報、危険警報及び警報は、電話回線等を利用して一般電信電話に優先し市町村

に伝達する。 

（カ）島根県警察本部及び国土交通省中国地方整備局 

   それぞれ系統機関に対して伝達する。 

（キ）支庁県民局、各県土整備事務所、県央県土整備事務所大田事業所、西部県民センター 

 管内の指定地方公共機関及びあらかじめ指定された県の関係地方機関へ防災行政無線等により伝

達する。特別警報、危険警報及び警報の場合は、上記のほか、管内の他の地方機関に対しても伝達す

る。 

（ク）市町村［災害対策基本法第56条（関連一気象業務法第15条、第15条の2、消防法第22条、水防法

第10条、第11条）］ 

 市町村地域防災計画に定めるところにより住民に対して速やかに伝達する。 

 なお、特別警報、危険警報の場合は直ちに住民及び所在の官公署に対し、市町村地域防災計画

の定める伝達体制によって周知の措置をとらなければならない。 

 また、警報の場合は直ちに所在の官公署に対しても市町村地域防災計画に定める伝達体制によ

って通報する。 

（ケ）各報道機関 

 ラジオ、テレビその他の手段を利用し、なるべく早急に公衆に周知するよう努める。 
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読み替え前 読み替え後 摘要 

 

３ 土砂災害警戒情報の発表及び伝達 

(1) 土砂災害警戒情報の発表 

土砂災害警戒情報は、大雨警報を解説する気象情報のひとつであり、気象業務法第11条及び土砂

災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律第27条に基づき、松江地方気象台と

県が共同で作成発表する。 

松江地方気象台と県は、大雨警報発表中において、気象庁が作成する降雨予測に基づいて(5)に示

す監視基準に達し、より厳重な警戒を呼びかける必要があると認められる場合等に、市町村の防災

活動や住民の避難行動を支援するため、土砂災害警戒情報を市町村単位で発表する。 

 

 

 

(2) 土砂災害警戒情報の伝達 

土砂災害警戒情報を発表した際には、松江地方気象台は県及び関係機関へ伝達し、県は市町村へ

伝達する。伝達経路は一斉指令システム、ＦＡＸ（図2.2.2.7）、総合防災情報システムによる気象

予報及び警報等の伝達経路図（図2.2.2.6）による。 

 

(3) 地震等発生後の暫定基準について 

地震等の発生後は、地盤条件等が変化し、通常時よりも少ない降雨で土砂災害が発生しやすくな

る。このため、島根県と松江地方気象台では、次の事象が発生した場合に、土砂災害警戒情報の暫定

基準を速やかに設定する。設定については、「島根県と気象庁が共同して行う土砂災害警戒情報に

関する協定」に基づく実施要領に従い行う。 

（暫定基準を設定する事象） 

・震度５強以上の地震を観測した場合 

・その他、通常基準よりも少ない雨量により対象とする土砂災害の発生が想定される現象 

 

(4) 利用に当たっての留意事項 

土砂災害警戒情報は、大雨による土砂災害発生の危険度を降雨に基づいて判定しているが、雨の

多少にかかわらず急傾斜地等が崩壊することもある。従って、土砂災害警戒情報の利用に当たって

は、個別の災害発生箇所・時間・規模等を詳細に特定するものではないということ、また、がけ崩れ

など表層崩壊等による土砂災害を対象としており、深層崩壊、山体崩壊、地すべり等は対象として

いないということに留意する。 

また、市町村長が行う避難指示等の発令に当たっては、土砂災害警戒情報を参考にしつつ、県が

提供する補足情報（本編第１章第２節「土砂災害の予防」表2.1.2.1）や、個別の渓流・斜面の状況、

気象状況等も合わせて総合的に判断すること。 

 

  (5) 島根県における監視基準 

   ア 県内を１㎞格子ごとに区切った全ての格子（6562）に、１㎞格子の雨量を用いて基準を設定す

る。 

   イ 監視基準は適宜見直しを行う。 

 

４～９ （略） 

 

３ 土砂災害警戒情報の発表及び伝達 

(1) 土砂災害警戒情報の発表 

土砂災害警戒情報は、市町村長の避難指示の発令判断や住民の自主避難の判断を支援するため、

対象となる市町村を特定して警戒が呼びかけられる情報を、島根県と松江地方気象台から共同で発

表する。気象業務法第13条第１項に基づく土砂災害に関する警報と一体として、「レベル４土砂災害

危険警報」の名称を用いて通知等が行われる。  

松江地方気象台は、レベル３土砂災害警報発表中において、気象庁が作成する降雨予測に基づい

て(5)に示す監視基準に達し、より厳重な警戒を呼びかける必要があると認められる場合等に、市町

村の防災活動や住民の避難行動を支援するため、レベル４土砂災害危険警報を市町村単位で発表す

る。 

 

(2) 土砂災害警戒情報の伝達 

土砂災害警戒情報を発表した際には、松江地方気象台は県及び関係機関へ伝達し、県は市町村へ

伝達する。伝達経路は一斉指令システム、ＦＡＸ（図2.2.2.7）、総合防災情報システムによる気象

予報及び警報等の伝達経路図（図2.2.2.6）による。 

 

(3) 地震等発生後の暫定基準について 

地震等の発生後は、地盤条件等が変化し、通常時よりも少ない降雨で土砂災害が発生しやすくな

る。このため、島根県と松江地方気象台では、次の事象が発生した場合に、土砂災害警戒情報の暫定

基準を速やかに設定する。設定については、「島根県と気象庁が共同して行う土砂災害警戒情報に

関する協定」に基づく実施要領に従い行う。 

（暫定基準を設定する事象） 

・震度５強以上の地震を観測した場合 

・その他、通常基準よりも少ない雨量により対象とする土砂災害の発生が想定される現象 

 

(4) 利用に当たっての留意事項 

土砂災害警戒情報は、大雨による土砂災害発生の危険度を降雨に基づいて判定しているが、雨の

多少にかかわらず急傾斜地等が崩壊することもある。従って、土砂災害警戒情報の利用に当たって

は、個別の災害発生箇所・時間・規模等を詳細に特定するものではないということ、また、がけ崩れ

など表層崩壊等による土砂災害を対象としており、深層崩壊、山体崩壊、地すべり等は対象として

いないということに留意する。 

また、市町村長が行う避難指示等の発令に当たっては、土砂災害警戒情報を参考にしつつ、県が

提供する補足情報（本編第１章第２節「土砂災害の予防」表2.1.2.1）や、個別の渓流・斜面の状況、

気象状況等も合わせて総合的に判断すること。 

 

  (5) 島根県における監視基準 

   ア 県内を１㎞格子ごとに区切った全ての格子（6562）に、１㎞格子の雨量を用いて基準を設定す

る。 

   イ 監視基準は適宜見直しを行う。 

 

４～９ （略） 

第４ 被害情報等の収集・伝達 第４ 被害情報等の収集・伝達  

第３節 災害広報 第３節 災害広報  

第１ 基本的な考え方 第１ 基本的な考え方  

第２ 県による災害広報の実施 第２ 県による災害広報の実施  

第３ 市町村による災害広報の実施 第３ 市町村による災害広報の実施  
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読み替え前 読み替え後 摘要 

第４ 関係機関等による災害広報の実施 第４ 関係機関等による災害広報の実施  

第５ 住民等からの問い合わせに対する対応 第５ 住民等からの問い合わせに対する対応  

第４節 広域応援体制 第４節 広域応援体制  

第１ 基本的な考え方 第１ 基本的な考え方  

第２ 県における広域応援体制 第２ 県における広域応援体制  

第３ 市町村・消防における相互応援協力 第３ 市町村・消防における相互応援協力  

第４ 市町村における広域応援体制 第４ 市町村における広域応援体制  

第５ 緊急消防援助隊による応援 第５ 緊急消防援助隊による応援  

第５節 自衛隊の災害派遣体制 第５節 自衛隊の災害派遣体制  

第１ 基本的な考え方 第１ 基本的な考え方  

第２ 自衛隊の災害派遣（撤収）要請の方法 第２ 自衛隊の災害派遣（撤収）要請の方法  

第３ 自衛隊の災害派遣活動 第３ 自衛隊の災害派遣活動  

第４ 自衛隊の災害派遣に伴う受入れ体制等 第４ 自衛隊の災害派遣に伴う受入れ体制等  

第６節 海上保安庁への応援協力体制 第６節 海上保安庁への応援協力体制  

第１ 基本的な考え方 第１ 基本的な考え方  

第２ 救援協力要請の方法 第２ 救援協力要請の方法  

第７節 災害救助法の適用 第７節 災害救助法の適用  

第１ 基本的な考え方 第１ 基本的な考え方  

第２ 災害救助法の実施機関 第２ 災害救助法の実施機関  

第３ 災害救助法の適用基準 第３ 災害救助法の適用基準  

第４ 被災世帯の算定基準 第４ 被災世帯の算定基準  

第５ 災害救助法の適用手続き 第５ 災害救助法の適用手続き  

第６ 災害救助の実施方法等 第６ 災害救助の実施方法等  

第８節 避難活動 第８節 避難活動  

第１ 基本的な考え方 第１ 基本的な考え方  

第２ 要避難状況の早期把握・判断 第２ 要避難状況の早期把握・判断  

第３ 避難指示等の実施 第３ 避難指示等の実施  

第４ 警戒区域の設定 第４ 警戒区域の設定  

第５ 避難指示等の伝達 第５ 避難指示等の伝達  

第６ 避難の誘導等 第６ 避難の誘導等  

第７ 指定緊急避難場所及び指定避難所の開設、運営 第７ 指定緊急避難場所及び指定避難所の開設、運営  

第８ 広域避難等 第８ 広域避難等  

第９節 消防活動 第９節 消防活動  

第１ 基本的な考え方 第１ 基本的な考え方  

第２ 県による情報収集、指示等 第２ 県による情報収集、指示等  

第３ 市町村・消防本部等による消防活動 第３ 市町村・消防本部等による消防活動  

第４ 他の消防本部に対する応援要請 第４ 他の消防本部に対する応援要請  

第10節 救急・救助活動 第10節 救急・救助活動  

第１ 基本的な考え方 第１ 基本的な考え方  

第２ 救急・救助活動 第２ 救急・救助活動  

第３ 救急・救助用資機材等の確保 第３ 救急・救助用資機材等の確保  

第11節 医療救護 第11節 医療救護  

第１ 基本的な考え方 第１ 基本的な考え方  

第２ 医療救護活動 第２ 医療救護活動  

第３ 助産救護活動 第３ 助産救護活動  

第４ 医薬品・医療用資器材等の調達 第４ 医薬品・医療用資器材等の調達  

第５ 傷病者等の搬送 第５ 傷病者等の搬送  

第６ 特別に配慮を要する患者への対応 第６ 特別に配慮を要する患者への対応  

第12節 警備活動 第12節 警備活動  

第１ 基本的な考え方 第１ 基本的な考え方  

第２ 災害警備体制の確立 第２ 災害警備体制の確立  
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読み替え前 読み替え後 摘要 

第３ 災害警備措置 第３ 災害警備措置  

第13節 交通確保、規制 第13節 交通確保、規制  

第１ 基本的な考え方 第１ 基本的な考え方  

第２ 交通規制の実施 第２ 交通規制の実施  

第３ 緊急通行車両の確認等 第３ 緊急通行車両の確認等  

第４ 発見者等の通報と運転者のとるべき措置 第４ 発見者等の通報と運転者のとるべき措置  

第５ 道路啓開 第５ 道路啓開  

第６ 港湾及び漁港啓開 第６ 港湾及び漁港啓開  

第14節 緊急輸送 第14節 緊急輸送  

第１ 基本的な考え方 第１ 基本的な考え方  

第２ 緊急輸送の実施 第２ 緊急輸送の実施  

第３ 緊急輸送手段等の確保 第３ 緊急輸送手段等の確保  

第４ 緊急輸送道路及び輸送拠点等の確保 第４ 緊急輸送道路及び輸送拠点等の確保  

第15節 水防 第15節 水防  

第１ 基本的な考え方 第１ 基本的な考え方  

第２ 水防体制の確立 第２ 水防体制の確立  

第３ 河川出水・浸水被害の拡大防止 第３ 河川出水・浸水被害の拡大防止  

第４ 高潮被害の拡大防止 第４ 高潮被害の拡大防止  

第16節 土砂災害対策 第16節 土砂災害対策  

第１ 基本的な考え方 第１ 基本的な考え方  

第２ 土砂災害防止体制の確立 第２ 土砂災害防止体制の確立  

第３ 危険箇所周辺の警戒監視・通報 第３ 危険箇所周辺の警戒監視・通報  

第４ 土砂災害等による被害の拡大防止 第４ 土砂災害等による被害の拡大防止  

第５ 土砂災害防止法による緊急調査と土砂災害緊急情報 第５ 土砂災害防止法による緊急調査と土砂災害緊急情報  

第17節 ライフライン施設等の応急復旧 第17節 ライフライン施設等の応急復旧  

第１ 基本的な考え方 第１ 基本的な考え方  

第２ 災害情報の収集・伝達 第２ 災害情報の収集・伝達  

第３ 災害応急活動体制の確立 第３ 災害応急活動体制の確立  

第４ 応急措置の実施（仮復旧も含む） 第４ 応急措置の実施（仮復旧も含む）  

第５ 災害広報等の実施 第５ 災害広報等の実施  

第18節 要配慮者の安全確保 第18節 要配慮者の安全確保  

第１ 基本的な考え方 第１ 基本的な考え方  

第２ 災害を契機に要配慮者となった者に対する対策 第２ 災害を契機に要配慮者となった者に対する対策  

第３ 高齢者、障がい者、難病患者等に係る支援活動 第３ 高齢者、障がい者、難病患者等に係る支援活動  

第４ 児童、ひとり親家庭に係る対策 第４ 児童、ひとり親家庭に係る対策  

第５ 観光客及び外国人に係る対策 第５ 観光客及び外国人に係る対策  

第６ 社会福祉施設等に係る対策 第６ 社会福祉施設等に係る対策  

第19節 孤立地区対策 第19節 孤立地区対策  

第１ 基本的な考え方 第１ 基本的な考え方  

第２ 孤立実態の把握 第２ 孤立実態の把握  

第３ 物資供給、救助の実施 第３ 物資供給、救助の実施  

第４ 道路の応急対策 第４ 道路の応急対策  

第20節 食料・飲料水及び生活必需品等の供給 第20節 食料・飲料水及び生活必需品等の供給  

第１ 基本的な考え方 第１ 基本的な考え方  

第２ 救援物資の管理体制 第２ 救援物資の管理体制  

第３ 食料の確保及び供給 第３ 食料の確保及び供給  

第21節 災害ボランティアの受入れ、支援 第21節 災害ボランティアの受入れ、支援  

第１ 基本的な考え方 第１ 基本的な考え方  

第２ 災害ボランティアの受入れ、支援 第２ 災害ボランティアの受入れ、支援  

第３ 海外からの応援の受入れ 第３ 海外からの応援の受入れ  

第22節 文教対策 第22節 文教対策  
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読み替え前 読み替え後 摘要 

第１ 基本的な考え方 第１ 基本的な考え方  

第２ 児童等の安全確認・施設被害状況確認 第２ 児童等の安全確認・施設被害状況確認  

第３ 応急対策の実施 第３ 応急対策の実施  

第４ 応急教育の実施 第４ 応急教育の実施  

第５ 学用品の調達及び支給・授業料等の減免措置 第５ 学用品の調達及び支給・授業料等の減免措置  

第６ 文化財の保護 第６ 文化財の保護  

第23節 廃棄物等の処理 第23節 廃棄物等の処理  

第１ 基本的な考え方 第１ 基本的な考え方  

第２ 廃棄物処理 第２ 廃棄物処理  

第３ し尿処理 第３ し尿処理  

第４ 応援協力体制の確保 第４ 応援協力体制の確保  

第５ 廃棄物処理機能の復旧 第５ 廃棄物処理機能の復旧  

第６ 事業者による廃棄物の処理 第６ 事業者による廃棄物の処理  

第24節 防疫・保健衛生、環境衛生対策 第24節 防疫・保健衛生、環境衛生対策  

第１ 基本的な考え方 第１ 基本的な考え方  

第２ 防疫活動 第２ 防疫活動  

第３ 保健活動 第３ 保健活動  

第４ 精神保健活動 第４ 精神保健活動  

第５ 食品衛生指導 第５ 食品衛生指導  

第６ 環境衛生対策 第６ 環境衛生対策  

第７ 動物愛護管理対策 第７ 動物愛護管理対策  

第25節 遺体対策 第25節 遺体対策  

第１ 基本的な考え方 第１ 基本的な考え方  

第２ 遺体の捜索 第２ 遺体の捜索  

第３ 遺体収容等 第３ 遺体収容等  

第４ 遺体の検視等 第４ 遺体の検視等  

第５ 遺体の埋・火葬 第５ 遺体の埋・火葬  

第26節 住宅確保及び応急対策 第26節 住宅確保及び応急対策  

第１ 基本的な考え方 第１ 基本的な考え方  

第２ 応急住宅の提供 第２ 応急住宅の提供  

第３ 被災住宅の応急修理 第３ 被災住宅の応急修理  

第４ 住宅関係障害物除去 第４ 住宅関係障害物除去  

第５ 災害復旧用材の確保 第５ 災害復旧用材の確保  

第６ 民間賃貸住宅の紹介、斡旋及び借り上げ 第６ 民間賃貸住宅の紹介、斡旋及び借り上げ  

第27節 農林漁業関係被害の拡大防止 第27節 農林漁業関係被害の拡大防止  

第１ 基本的な考え方 第１ 基本的な考え方  

第２ 農産物、家畜対策 第２ 農産物、家畜対策  

第３ 林産物対策 第３ 林産物対策  

第４ 水産関係対策 第４ 水産関係対策  

第３章 風水害復旧・復興計画 第３章 風水害復旧・復興計画  

第１ 災害復旧事業の実施 第１ 災害復旧事業の実施  

第２ 生活再建のための支援対策の実施 第２ 生活再建のための支援対策の実施  

第３ 激甚災害の指定 第３ 激甚災害の指定  

第１節 災害復旧事業の実施 第１節 災害復旧事業の実施  

第１ 基本的な考え方 第１ 基本的な考え方  

第２ 災害復旧事業計画の作成 第２ 災害復旧事業計画の作成  

第３ 災害復旧事業の実施 第３ 災害復旧事業の実施  

第４ 復興計画の作成 第４ 復興計画の作成  

第５ 被災市町村への支援 第５ 被災市町村への支援  

第２節 生活再建等支援対策の実施 第２節 生活再建等支援対策の実施  

第１ 基本的な考え方 第１ 基本的な考え方  
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読み替え前 読み替え後 摘要 

第２ 被災者の生活相談 第２ 被災者の生活相談  

第３ 被災者の被災状況の把握 第３ 被災者の被災状況の把握  

第４ 雇用機会の確保（職業斡旋等の支援） 第４ 雇用機会の確保（職業斡旋等の支援）  

第５ 義援金、義援品の受付、配分 第５ 義援金、義援品の受付、配分  

第６ 生活資金及び事業資金の融資 第６ 生活資金及び事業資金の融資  

第７ 郵便・電話等の支援措置 第７ 郵便・電話等の支援措置  

第８ 税等の徴収猶予、減免 第８ 税等の徴収猶予、減免  

第９ 災害弔慰金・災害障害見舞金等の支給 第９ 災害弔慰金・災害障害見舞金等の支給  

第10 被災者生活再建支援法に基づく支援 第10 被災者生活再建支援法に基づく支援  

第３節 激甚災害の指定 第３節 激甚災害の指定  

第１ 基本的な考え方 第１ 基本的な考え方  

第２ 激甚災害指定手続 第２ 激甚災害指定手続  

第３ 激甚災害指定基準 第３ 激甚災害指定基準  

第４ 局地激甚災害指定基準 第４ 局地激甚災害指定基準  

第５ 特別財政援助等の申請手続等 第５ 特別財政援助等の申請手続等  

第６ 激甚法に定める事業及び関係部局 第６ 激甚法に定める事業及び関係部局  

第３編 事故災害等対策計画 第３編 事故災害等対策計画  

第１章 流出油等事故対策計画 第１章 流出油等事故対策計画  

第１節 災害予防 第１節 災害予防  

第１ 基本的な考え方 第１ 基本的な考え方  

第２ 油等防除実施体制の充実・強化 第２ 油等防除実施体制の充実・強化  

第３ 被害回復対策等の充実・強化 第３ 被害回復対策等の充実・強化  

   

第４ 防災訓練及び防災知識の普及・啓発 第４ 防災訓練及び防災知識の普及・啓発  

第２節 災害応急対策 第２節 災害応急対策  

第１ 基本的な考え方 第１ 基本的な考え方  

第２ 災害応急活動体制の確立 第２ 災害応急活動体制の確立  

第３ 災害情報の収集・伝達 第３ 災害情報の収集・伝達  

第４ 流出油等に対する応急対策 第４ 流出油等に対する応急対策  

第３節 災害復旧 第３節 災害復旧  

第１ 基本的な考え方 第１ 基本的な考え方  

第２ 災害復旧対策 第２ 災害復旧対策  

第２章 海難等事故災害対策計画 第２章 海難等事故災害対策計画  

第１節 災害予防 第１節 災害予防  

第１ 基本的な考え方 第１ 基本的な考え方  

第２ 海難等防止の推進 第２ 海難等防止の推進  

第３ 災害情報の収集・連絡体制の整備 第３ 災害情報の収集・連絡体制の整備  

第４ 災害応急活動体制の整備 第４ 災害応急活動体制の整備  

第５ 資機材の整備 第５ 資機材の整備  

第６ 防災訓練 第６ 防災訓練  

第２節 災害応急対策 第２節 災害応急対策  

第１ 基本的な考え方 第１ 基本的な考え方  

第２ 災害情報の収集・伝達 第２ 災害情報の収集・伝達  

第３ 災害応急活動体制の確立 第３ 災害応急活動体制の確立  

第４ 海難等救助等及び消火活動 第４ 海難等救助等及び消火活動  

第５ 海上・湖上交通の確保 第５ 海上・湖上交通の確保  

第６ 災害広報等 第６ 災害広報等  

第３章 航空災害対策計画 第３章 航空災害対策計画  

第１節 災害予防 第１節 災害予防  

第１ 基本的な考え方 第１ 基本的な考え方  

第２ 空港施設の安全管理 第２ 空港施設の安全管理  
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読み替え前 読み替え後 摘要 

第３ 災害情報の収集・連絡体制の整備 第３ 災害情報の収集・連絡体制の整備  

第４ 災害応急活動体制の整備 第４ 災害応急活動体制の整備  

第５ 資機材の整備 第５ 資機材の整備  

第６ 防災訓練 第６ 防災訓練  

第２節 災害応急対策 第２節 災害応急対策  

第１ 基本的な考え方 第１ 基本的な考え方  

第２ 災害情報の収集・伝達 第２ 災害情報の収集・伝達  

第３ 災害応急活動体制の確立 第３ 災害応急活動体制の確立  

第４ 救助・救急、医療救護、捜索及び消火活動 第４ 救助・救急、医療救護、捜索及び消火活動  

第５ 交通の確保 第５ 交通の確保  

第６ 災害広報等 第６ 災害広報等  

第４章 道路災害対策計画 第４章 道路災害対策計画  

第１節 災害予防 第１節 災害予防  

第１ 基本的な考え方 第１ 基本的な考え方  

第２ 道路の安全確保 第２ 道路の安全確保  

第３ 災害応急・復旧体制の整備 第３ 災害応急・復旧体制の整備  

第４ 防災知識の普及・啓発及び防災訓練 第４ 防災知識の普及・啓発及び防災訓練  

第２節 災害応急対策 第２節 災害応急対策  

第１ 基本的な考え方 第１ 基本的な考え方  

第２ 災害情報の収集・伝達 第２ 災害情報の収集・伝達  

第３ 災害応急活動体制の確立 第３ 災害応急活動体制の確立  

第４ 救助・救急、医療救護及び消火活動 第４ 救助・救急、医療救護及び消火活動  

第５ 交通の確保・緊急輸送活動 第５ 交通の確保・緊急輸送活動  

第６ 危険物等流出に対する応急対策 第６ 危険物等流出に対する応急対策  

第７ 災害広報等 第７ 災害広報等  

第３節 災害復旧 第３節 災害復旧  

第１ 復旧事業 第１ 復旧事業  

第２ 緊急点検 第２ 緊急点検  

第５章 危険物等災害対策計画 第５章 危険物等災害対策計画  

第１節 災害予防 第１節 災害予防  

第１ 基本的な考え方 第１ 基本的な考え方  

第２ 危険物等関係施設の安全性の確保 第２ 危険物等関係施設の安全性の確保  

第３ 災害情報の収集・伝達体制の整備 第３ 災害情報の収集・伝達体制の整備  

第４ 災害応急活動体制の整備 第４ 災害応急活動体制の整備  

第５ 防災資機材の整備 第５ 防災資機材の整備  

第６ 防災知識の普及・啓発 第６ 防災知識の普及・啓発  

第２節 災害応急対策 第２節 災害応急対策  

第１ 基本的な考え方 第１ 基本的な考え方  

第２ 災害情報の収集・伝達 第２ 災害情報の収集・伝達  

第３ 災害応急活動体制の確立 第３ 災害応急活動体制の確立  

第４ 危険物等の漏洩・拡大防止活動 第４ 危険物等の漏洩・拡大防止活動  

第５ 救助・救急、医療救護及び消火活動 第５ 救助・救急、医療救護及び消火活動  

第６ 災害広報等 第６ 災害広報等  

第３節 災害復旧 第３節 災害復旧  

第１ 復旧事業 第１ 復旧事業  

第２ 緊急点検 第２ 緊急点検  

第６章 大規模火事災害対策 第６章 大規模火事災害対策  

第１節 災害予防 第１節 災害予防  

第１ 基本的な考え方 第１ 基本的な考え方  

第２ 大規模な火事災害に強いまちづくり 第２ 大規模な火事災害に強いまちづくり  

第３ 災害応急・復旧体制の整備 第３ 災害応急・復旧体制の整備  
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読み替え前 読み替え後 摘要 

第４ 防災知識の普及・啓発及び防災訓練等 第４ 防災知識の普及・啓発及び防災訓練等  

第２節 災害応急対策 第２節 災害応急対策  

第１ 基本的な考え方 第１ 基本的な考え方  

第２ 災害情報の収集・伝達 第２ 災害情報の収集・伝達  

第３ 災害応急活動体制の確立 第３ 災害応急活動体制の確立  

第４ 救助・救急及び医療救護活動 第４ 救助・救急及び医療救護活動  

第５ 消火活動 第５ 消火活動  

第６ 交通の確保・緊急輸送活動 第６ 交通の確保・緊急輸送活動  

第７ 避難誘導 第７ 避難誘導  

第８ 災害広報等 第８ 災害広報等  

第３節 災害復旧・復興 第３節 災害復旧・復興  

第７章 林野火災対策計画 第７章 林野火災対策計画  

第１節 災害予防 第１節 災害予防  

第１ 基本的な考え方 第１ 基本的な考え方  

第２ 林野火災に強い地域づくり 第２ 林野火災に強い地域づくり  

第３ 災害応急・復旧体制の整備 第３ 災害応急・復旧体制の整備  

第４ 防災知識の普及・啓発及び防災訓練等 第４ 防災知識の普及・啓発及び防災訓練等  

第２節 災害応急対策 第２節 災害応急対策  

第１ 基本的な考え方 第１ 基本的な考え方  

第２ 災害情報の収集・伝達 第２ 災害情報の収集・伝達  

第３ 災害応急活動体制の確立 第３ 災害応急活動体制の確立  

第４ 救助・救急及び医療救護活動 第４ 救助・救急及び医療救護活動  

第５ 消火活動 第５ 消火活動  

第６ 交通の確保・緊急輸送活動 第６ 交通の確保・緊急輸送活動  

第７ 避難誘導 第７ 避難誘導  

第８ 災害広報等 第８ 災害広報等  

第９ 二次災害の防止活動等 第９ 二次災害の防止活動等  

第３節 災害復旧 第３節 災害復旧  

第８章 鉄道災害対策計画 第８章 鉄道災害対策計画  

第１節 災害予防 第１節 災害予防  

第１ 基本的な考え方 第１ 基本的な考え方  

第２ 鉄道交通の安全確保 第２ 鉄道交通の安全確保  

第３ 災害応急・復旧体制の整備 第３ 災害応急・復旧体制の整備  

第４ 防災訓練の実施 第４ 防災訓練の実施  

第２節 災害応急対策 第２節 災害応急対策  

第１ 基本的な考え方 第１ 基本的な考え方  

第２ 災害情報の収集・伝達 第２ 災害情報の収集・伝達  

第３ 災害応急活動体制の確立 第３ 災害応急活動体制の確立  

第４ 救助・救急、医療救護及び消火活動 第４ 救助・救急、医療救護及び消火活動  

第５ 交通の確保、緊急輸送活動 第５ 交通の確保、緊急輸送活動  

第６ 災害広報等 第６ 災害広報等  

第３節 災害復旧 第３節 災害復旧  

第９章 雪害対策計画 第９章 雪害対策計画  

第１節 災害予防 第１節 災害予防  

第１ 基本的な考え方 第１ 基本的な考え方  

第２ 雪害に強いまちづくり 第２ 雪害に強いまちづくり  

第３ 災害応急・復旧体制の整備 第３ 災害応急・復旧体制の整備  

第４ 防災知識の普及・啓発及び防災訓練 第４ 防災知識の普及・啓発及び防災訓練  

第２節 災害応急対策 第２節 災害応急対策  

第１ 基本的な考え方 第１ 基本的な考え方  

第２ 災害発生直前の対策 第２ 災害発生直前の対策  
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読み替え前 読み替え後 摘要 

 

第３ 災害情報の収集・伝達及び通信の確保 第３ 災害情報の収集・伝達及び通信の確保  

第４ 災害応急活動体制の確立 第４ 災害応急活動体制の確立  

第５ 除雪の実施と雪崩災害の防止活動 第５ 除雪の実施と雪崩災害の防止活動  

第６ 災害救助法の適用 第６ 災害救助法の適用  

第７ 救助・救急及び医療救護活動 第７ 救助・救急及び医療救護活動  

第８ 交通の確保・緊急輸送活動 第８ 交通の確保・緊急輸送活動  

第９ 避難誘導 第９ 避難誘導  

第10 災害広報等 第10 災害広報等  

第３節 災害復旧・復興 第３節 災害復旧・復興  

第１ 被災施設の復旧等 第１ 被災施設の復旧等  

第２ 被災者等の生活再建等の支援 第２ 被災者等の生活再建等の支援  

第３ 雇用機会の確保（職業斡旋等の支援） 第３ 雇用機会の確保（職業斡旋等の支援）  

第10章 ライフライン災害対策計画 第10章 ライフライン災害対策計画  

第１節 災害予防 第１節 災害予防  

第１ 基本的な考え方 第１ 基本的な考え方  

第２ 関係施設設備の安全性の確保 第２ 関係施設設備の安全性の確保  

第３ 災害発生時の情報収集・伝達体制の整備 第３ 災害発生時の情報収集・伝達体制の整備  

第４ 災害発生時の応急体制の整備 第４ 災害発生時の応急体制の整備  

第５ 防災資機材の整備 第５ 防災資機材の整備  

第６ 防災知識の普及・啓発 第６ 防災知識の普及・啓発  

第２節 災害応急対策 第２節 災害応急対策  

第１ 基本的な考え方 第１ 基本的な考え方  

第２ 災害情報の収集・伝達 第２ 災害情報の収集・伝達  

第３ 災害応急活動体制の確立 第３ 災害応急活動体制の確立  

第４ 応急措置の実施（仮復旧も含む） 第４ 応急措置の実施（仮復旧も含む）  

第５ 災害広報等の実施 第５ 災害広報等の実施  

第３節 災害復旧 第３節 災害復旧  

第１ 復旧事業 第１ 復旧事業  

第２ 再発防止 第２ 再発防止  


